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1．はじめに  

わが国の原子力発電所から発生する低レベル放射性廃棄物の処分については、1992年   

12月より青森県六ヶ所村の低レベル放射性廃棄物埋設センターで浅地層埋設処分が実施  

されている。  

当初の埋設対象は、主として発電所のプロセスから定常的に発生する濃縮廃液、樹脂   

等とセメント、アスファルト、プラスチック等の固型化材料を200 ゼドラム缶に均質に   

練り混ぜ又は均一に混合する事により固型化した廃棄体（均質・均一固化体）に限定さ   

れていた。  

発電所の定期検査や改良工事等に伴い発生する交換部品や工事用資材等の不燃性の廃   

棄物（以下本報告においては固体状廃棄物と呼ぶ）については、1994年9月に「核燃料   

物質等の埋設に関する措置等に係る技術的細目を定める告示」が改定され、埋設処分の   

ための固型化方法が定められた。  

固体状廃棄物については、その形状、材質等が多岐に渡り、埋設のための技術基準に  

適応する廃棄体となるように固型化するための技術的事項を検討する必要がある。  

また固体状廃棄物の廃棄体の物性は、固体状廃棄物の物性に影響されることが考えら   

れるため、影響されうる要因について整理し検討する必要がある。  

これらの技術的課題を解決するため、まず、現在発電所に保管されている廃棄物の実   

態を把握して全発電所を代表できる廃棄物組成を定義し、これを基に廃棄物の物性に応  

じた廃棄体製作の方法を確立し、全ての廃棄体が技術基準に適合する性能を有し、埋設   

処分出来る廃棄体であることを実証する必要がある。  

本報告は固体状廃棄物の固型化に関する調査研究の成果を纏めたもので、今後各発電   

所での廃棄体製作に際し、廃棄体の性能と品質の維持に寄与するものと考えられる。  
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2．固体状廃棄物の開缶調査   

原子力発電所に保管されている固体状廃棄物の開缶調査を以下の目的で実施した。  

① 廃棄体の製作に必要な分別除去対象物の除去結果の把握  

② 廃棄体性能評価のための標準廃棄物の設定   

開缶調査は、主に②を目的とした第一次調査（平成5～6年度）と、第一次調査結果  

に基づく実大模擬廃棄体製作実証試験（4．で後述）と並行して開缶調査データの精度向  

上のため参考的に追加実施した第二次調査（平成7年度）がある。   

また、①については、第一次、第二次の双方で調査している。  

2．1開缶調査対象  

開缶調査するドラム缶の選定にあたっては、調査の代表性を確保する観点から以下   

の検討を行った。   

（1）固体状廃棄物ドラム缶の保管状況  

固体状廃棄物は、保管容器（200ゼドラム缶又は大型金属容器）に収納され、容器   

単位で所定の管理データを付して固体廃棄物貯蔵庫に保管されており、保管容器毎に   

6分類程度の分類がなされている。（主たる内容物で区分されているため、可燃物や   

他品目の廃棄物が混入している場合がある。）  

平成4年度末の全国の原子力発電所で保管されている固体状廃棄物の鼻は、200ゼ   

ドラム缶換算で約30万本である。そのドラム缶分類を表2．1－1に示す。  

なお、平成6年度末においても、構成比率は平成4年度とほぼ同様である。  

表2．1－1全国の原子力発電所の固体状廃棄物保管量（200ゼドラム缶換算）  

ドラム缶分類   累積保管量（本）   構成比率（％）   

金 属 類   138，035   47   

塩ビ・ゴム類   36，492   

保 温 材   36，194   

フィルター   30，474   10   

コンクリート／ガラス類   13，050   4   

そ の 他   43，875   15   

合  計   298，120   100   
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（2）開缶調査対象の選定  

廃棄物の実態調査において、サンプル（ドラム缶単位）の代表性を確保するため、  

次の点に留意して対象発電所及び調査ドラム缶を選定することとした。  

① 廃棄物保管量が多く、ドラム缶分類の構成比が全国の発電所平均に近似してい  

る発電所を選定すること  

② 調査対象廃棄物の発生時期が特定の時期に偏ることなく選定すること  

③ 金属類のドラム缶については重量のばらつきが比較的大きいので、全発電所の  

重量分布にはぼ対応させて選定すること  

具体的な選定にあたっての考え方を以下に示す。  

a．調査対象炉型  

発電所で使用されている材料等は同一炉型であれば大きな遠いはなく、発生する  

廃棄物もその炉で使用されている材料と同様の材料であることから、BWR及びP  

WRの炉型別に調査を実施した。  

b．調査対象発電所  

調査対象発電所は、運転、定期検査、改良工事を全般にわたって経験し、そこで  

保管されている廃棄物ドラム缶の分類毎の構成比は全BWR及び全PWRの構成比  

とほぼ等しいことが望ましい。この点を考慮して、BWR及びPWRそれぞれの炉  

型で一発電所を選定した。（図2．1－1）  

c．調査対象廃棄物ドラム缶の種類  

対象発電所の廃棄物ドラム缶の選定に当たっては、調査対象とする廃棄物に偏り  

が生じないように、全国のBWR及びPWR発電所に貯蔵されている廃棄物ドラム  

缶分類毎の貯蔵割合を考慮した。（図2．1－2にはBWR、PWR合わせた合計で  

全国との比較を記載）  

d．金属類ドラム缶の重量分布  

金属類ドラム缶の選定に当たっては、全国の原子力発電所に貯蔵されている金属  

類廃棄物ドラム缶の重量分布に類似するように選定した。（図2．1－3）  
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e．発生年代   

調査対象廃棄物の発生年代は、運転や定期検査の年代による影響がないよう広範   

囲の年代から選定した。ただしサンプリングに際しては、廃棄物保管庫の構造上搬   

出順位の制約を考慮する必要があり、任意・無条件抽出は困難であった。  

BWR及びPWR各発電所でサンプリングした廃棄物ドラム缶の発生年度別分布  

を図2．1－4に示す。   

調査対象発電所及び廃棄物の選定に当たっての考え方を示したが、以上は、第一次  

調査の実施に際し検討したもので、この第一次調査のデータに基づいて2．3で述べる  

「標準的な模擬廃棄物の選定」を行っている。参考的に実施した第二次調査でも調査  

対象選定の考え方は同様であり、第二次調査の結果を加えて標準廃棄物の評価をして  

も、選定結果は第一次調査のみによるものと大きく異なることはなかった。（2．3（4）   

参照）   

なお、第一次調査と第二次調査を合わせた最終的なサンプリングドラム缶本数は、  

各炉型の廃棄物発生量割合を考慮して、BWRから104本、PWRから50本とした。   

サンプリングされた154本のドラム缶の分類別廃棄物総重量は表2．1－2の通りと   

なった。  

表2．1－2 調査ドラム缶分類別廃棄物総重量  

ドラム缶分類   ドラム缶数量（本）  総重量（kg）  構成比率（％）   

金 属 類   12，225   

塩ビ・ゴム類   1，100   7   

保 温 材   

廃フィルタ   10   257   

コンクリーけガラス   6   

合  計   154   15，312   100  

（廃フィルタは気体系、液体系を含む）   

（注）重量摘乗物棚雌での計量郎あり、削エチレン袋や可拗等埋鮒象物も含まれている。  
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BWRの貯蔵割合と選定発電所貯蔵割合   
0   

5  

諒4  
）  

顛3  

屍  

2  

保温材  コンクリ・がラス  塩ヒ’・コ●ム類    フィルタ   備 考   

全国平均   54．3％  14．2％  5．1％   14．4％  12．0％  

BWR平均   57．0％  15．3％  3．3％   15．3％  9．1％  

選定発電所   55．6％  14．6％  3．7％   19．4％  6．7％  

PWRの貯蔵割合と選定発電所貯蔵割合   
6  

5  

簑4  
）  

顛3  

屍  

2  

保温材  コンクリ・がラス  塩ヒ●・コ●ム類   フィルタ  備 考   

貯蔵割合   

全国平均   54．3％  14．2％  5．1％   14．4％  12．0％  

m平均   46．4％  12．4％  4．4％   10．2％  26．7％  

選定発電所   51．4％  13．1％  4．1％   4．9％  26．5％  

図2．1－1全国貯蔵割合と発電所別貯蔵割合  

（注）全国平均臥表2．1－1で－・その他－一に頒されるドラム缶を除いた各ドラム缶節の弧比率で絹。  
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2．2 分別除去の調査  

種々の固休状廃棄物の中には、廃棄体製作を行う前にあらかじめ分別除去し、固型  

化の対象物としない方が良いものがある。ここでは開缶した固体状廃棄物（第一次調  

査と第二次調査）を用いた分別調査の結果を以下に示す。  

（1）分別除去対象  

分別除去対象としたものは以下の通りである。  

・可燃物（セルロース系天然有機物、イソプレン系天然有機物）  

埋設処分する廃棄物量をできるだけ低減すること等を目的に、焼却炉で焼却でき  

る可燃物は、分別除去対象とした。  

・アルミニウム製品  

アルミニウムはセメント系充填材中のアルカリ環境で反応してガスを発生し、多  

量存在すれば固型化等を阻害する可能性があるため、分別除去対象とした。  

・廃棄体の健全性を損なうおそれのある物質  

「廃棄体の健全性を損なうおそれのある物質」に該当するおそれのあるものとし  

て、多量の油類及び多量の有機溶剤（浸透探傷検査用スプレー缶（通称：PT缶）  

等に残留しているもの）があり、これを分別除去対象とした。  

・鉛製品  

鉛製品とは大部分がしゃへい材として使用されていたものであり、再利用が可能  

であることから分別除去対象とした。  

・液状物質  

液状物質は固型化材料等と一体的に充填して固型化できないことから、容器内に  

多量に含まれる液状物質を分別除去対象とした。  

（2）分別除去方法  

上記の分別除去対象を以下の要領で除去した。  

① 除去対象物品  

○単一物品  

・木材、紙、布、革で構成される製品（セルロース系天然有機物）  

・ゴム手、長ぐつ等の天然ゴム製品（イソプレン系天然有機物）  
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・一片が手のひらサイズ（約15cm）程度以上で次のようなアルミニウム製品  

・アルミのみでできているもの  

・大半がアルミでできているもの  

・鉛毛マット及びしゃへい鉛等の鉛製品  

○特定物品  

HEPAフィルタ、アルミ製電動工具  

○油類、有機溶剤等の容器内に多量に含まれる液状物質   

② 分別方法   

・廃棄物をドラムより取出し、養生袋を破袋し、分別用バケットに収納する。   

・廃棄物を目視により確認し、除去対象物品を取り除く。   

・特定物品と思われるものは手に持って裏面も確認する。   

③ 作業員への指示方法  

分別作業を行う作業員に対する作業方法の指示は、除去対象物品について簡単な  

口頭説明により実施した。なお、特定物品は、当該物品の写真を示した。  

（3）除去結果  

① 除去重量  

セルロース系天然有機物、イソプレン系天然有機物、アルミニウム製品等を上記  

（2）のように除去した結果を表2．2－1に示す。  

表2．2－1分別除去結果  

該当物質   除去前該当物質  除去後該当物質  除去率‡2  含有率‡3  

重量（g／本）  重量‡1（g／本）   （％）   （g／kg）   

セルロース系天然有機物   2，413   94．0   1．6   

イソプレン系天然有機物   7   98．4   0．1   

アルミニウム   3，770   109   97．1   1．2   

鉛製品   3，095   0‡4   100   0   

多量の油類、多量の  0  

有機溶剤  

液状物質   149   97．8   0．0   
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＊1不燃物に付着していたり、含まれていたりするため分別除去されずに残留する   

該当物質の量  

＊2 除去後該当物質量量／除去前該当物質量量  

‡3 除去後該当物質の総重量／埋設対象となる廃棄物総重量（13，595kg）   

（注）分母の重量には埋設対象物申への埋設対象外物質の残留量をふくむ。  

＊4 除去前の廃棄物中には、下記のようなものが混入していたが、鉛は比重が大き  

いこと等から容易に分別除去できた。   

・鉛毛マット、しゃへい鉛、鉛板、鉛毛、鉛粒、鉛チューブ等  

② 金属廃棄物の表面積  

埋設処分環境では、埋設施設への地下水の浸入が緩慢であることから、セメント  

系材料によってアルカリ環境が長く維持されるとともに、溶存酸素が消費され、ア  

ルミニウムがアルカリ腐食したり、鉄が嫌気性腐食したりして、微量ではあるが継  

続的にガスが発生することが考えられる。  

このため、上記（2）のように除去した後の廃棄物について、主要なガス発生源とな  

る残留アルミニウム及び鉄の金属廃棄物の表面積を算定した。その結果をAppendix  

－1にまとめて示す。  
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2．3 標準的な模擬廃棄物の選定  

4．章で記述する製作実証試験に用いる模擬廃棄物は、組成、形態等が実態に則した  

ものである必要があり、この選定を固体状廃棄物の第一次開缶調査結果に基づき以下  

の（1）～（3）の手順で実施した。  

標準模擬廃棄物選定フローを図2．3－1に、また、選定した模擬廃棄物を表2．3－1に  

示す。   

（1）標準的な廃棄物組成の選定  

埋設する充填廃棄体を代表できる標準的な廃棄物組成を選定する。選定手法は以下  

の通りである。  

①実際に固型化する廃棄物は、廃棄物の分類（4．章に記述する）に適合するよう分  

別して固型化されたため、各分類を代表する廃棄物とする。  

②廃棄物の形状、材質によって、固型化材料等の充填性が異なるため、各廃棄物の  

分類毎（図2．3－1及び表2．3－1では廃棄体型式と表現している。）に形状、  

材質を代表できる廃棄物とする。  

⑦上記①②において「代表する廃棄物」とは、当該廃棄物の残存割合が多い廃棄物  

とする。  

④存在割合から代表性を判断する際には、廃棄物品目の多様性を考慮し、「廃棄物  

単品の存在割合」と、「その割合の多い順に累積した場合の累積割合」の両方か  

ら判断した。ここでは具体的には、  

・廃棄物単品の重量割合が1％以上の廃棄物  

・廃棄物の累計重量割合が90％を占める廃棄物  

とした。  

（2）模擬廃棄物種類の選定  

上記により選定された代表廃棄物の申から絞り込んで製作実証試験に供する模擬廃  

棄物種類とする。これは選定された代表廃棄物が多岐にわたっているため、試験結果  

に影響を与えない範囲で類似した性状の廃棄物品目に絞り込んで、固型化試験に注入  

性が非保守的な評価とならないよう設定した。  

（3）模擬廃棄物寸法の設定  
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模擬廃棄物の寸法は、開缶調査結果から得られた実際の廃棄物の代表寸法とするこ  

とを基本に、切断や圧縮処理が行われることも踏まえて、廃棄体製作時に注入性が非   

保守的な評価とならないよう設定した。  

（4）第二次開缶調査による標準的な廃棄物組成への影響について  

参考的に追加して実施した第二次の開缶調査結果のデータを加えて、上記と同様な  

手順で選定した廃棄物種類、割合が、第一次開缶調査データに基づいて選定した標準  

的な条件からどの程度変動するのかについて検討した。  

表2．3－2に、第二次開缶調査結果も踏まえて選定した廃棄物組成との比較を示す。  

表2．3－2によれば、A廃棄物（4．章で記述する）では金属片、板類の割合が相対的に  

増加し、B廃棄物（4．章で記述する）では管類や片・板類の割合が増加している。管  

類の増加は充填性のよい大口径の管類の増加によるものであることから、第二次の開  

缶調査結果を加えて選定した廃棄物は標準廃棄物より充填しやすくなっていると考え  

られる。  

なお念のために、この第二次開缶調査結果も加えて選定した廃棄物を用いて水置換  

による充填性試験を実施し（試験方法は4．章で記述する）、4．章で示す試験結果と比  

較した結果、両者に相違は認められなかった。  
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図2・3－1（1）標準模擬廃棄物選定フロー（1／2…非圧縮物）  
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図2・3－1（2）標準模擬廃棄物選定フロー（2／2…圧縮物）  
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衰2．3－2標準廃棄物と追加詞査データの組成割合  
単位［wt％］  

T‾  
標準廃棄物＊1  追加調査データ事2   

非圧縮）  金属片・板類  ヰニ恥▼∴．や  金属片・板類   阜二6∵∴畠 

愛せ∴亨  

金属配管類  富や∴ヰ  金属配管類       塊状金属類  才⑨∴：魯  塊状金属類  す事∴啓 

コンクトトガラス類   を∴せ  与∴彦  
■  

小物金属類   せ∴廠  小物金属類  え∴阜  

番線頸   セ∴富  番線類   昏二∴■二二9 

屑   0．3  屑   0．4  

計器類   】＿．0  計器類   1∴．各  

小 計   100．0  小 計   ］＿00．0  

〔圧縮）  缶類   女∴⑨¢∵二∴■¢二  缶類   手 

小 計   100．0  小 計   100．0   

眼圧鯨）  管類   を菅∴5」－  管類   を書∴：■．：6 

縁類   4二・∴■‡二∴■二草  線頸   1∴9∴亨  

片・板類   キ∴や二．∴0二  片・板類   2■ニヰ∴6 

容器類   0．9  容器類   2二∴■‡ 

小 計   1．00．0   

二圧縮）  保温材   与ヰ∴吏■  保温材   牟阜∴ニヰ  

シート顎   を⑥∴や  

含†3一二∴・㊦  

100．0  小 計                 ▲を手∴含二  シ叫卜類  
フィルタ頸   土∴冬∴二8－・  フィルタ類   

計   100．0  小 計   100．0   

＊1 第一次調査   

＊2 第一次調査と第二次調査を加算  

は存在割合1％以上の代表廃棄物  
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3．廃棄体製作に関する基礎的な検討   

充填廃棄体の実証試験を実施する前に、廃棄体製作に関する基礎的な検討を次の2つ  

の観点から実施した。  

①廃棄体内部の残留空隙を低減する。  

②廃棄体の強度を向上する。   

ここでは、充填廃棄体の製作に係わる基本的な方法について、基礎試験結果等を基に  

設定した標準的な条件を検討した。   

上記①の廃棄体内部の残留空隙低減のためには、固体状廃棄物の形状に応じて適切な  

処理を施すこと及び、適切な固型化材料等（セメント及び骨材並びに添加剤等の混和材  

料）を用い適切な注入方法で固型化を行うことにより対応できると考えられる。   

すなわち、形状の観点から下表のように分類された固体状廃棄物の「形状分類2」に  

っいて、溶融処理を行わない場合の適切な処理方法（切断、圧縮）を3．1及び3．2で検  

討する。  

分  類  固体状廃棄物の性状   

固型化材料等が内部に充填し易いもの  

形状分類‡   

固型化材料等が内部に充填し難いもの  

‡固体状廃棄物の収納効率の向上等のための滅容を目的に切断又は  

圧縮処理を行うことにより、「形状分類2」とするものもある。   

また、固型化材料等の注入方法を3．3で検討する。   

なお、固型化材料等の管理方法及び溶融（高周波）処理の方法及び根拠については、  

Appendix－2及びAppendix－3に示す。   

上記②の廃棄体強度の向上については3．4で検討する。  

3．1切断処理の方法   

（1）対象となる廃棄物  

切断処理の対象となる可能性のある廃棄物は、主に配管・ホース類や、弁等の塊状   

金属類であり、前述の開缶調査によるとこれらの廃棄物のうち廃棄物保管割合の多い   

配管・ホース類の内径別の分布は図3．卜1の通りとなっている。  
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（2）処理方法  

はさみ、回転力ックー等の一般的な切断機器で切断する。  

（3）試験結果   

a．試験の目的  

切断処理の対象となる可能性のある廃棄物のうち、最も発生量が多くかつ内部空隙  

の生じやすい廃棄物と考えられる配管・ホース類について、固型化材料等の充填性を  

確認する。  

b．試験条件   

（a）使用廃棄物（表3．ト1）  

①配管類（A廃棄物） 炭素綱配管  

②ホース類（B廃棄物） 軟質塩ビホース   

（b）収納条件  

・使用容器：平型バット（縦650mm X横500m X高さ280mm）  

・収納本数：3本  

・収納方法：配管・ホースを底部に水平に設置し、ホースについては浮上防止の  

ために粘着テープで中央部に固定した。  

なお、内径10mmの配管類については、縦方向に10度、20度傾斜させ  

た状態でも設置した。   

（C）固型化条件  

固型化条件は、現在適用を検討している条件の内最も充填性が悪いと考えられる  

以下の条件に設定した。（Appendix－2参照）  

・Pロート流下時間：50秒  

・注入速度  ：ドラム缶注入速度25ゼ／分相当  

（界面上昇速度130mm／分を目安）  

c．試験方法  

試験手順は次の通り。  
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①廃棄物の内部空隙率測定（水置換法により内容積測定）  

②平型バットに廃棄物を設置  

③固型化材料等注入  

④廃棄物取りだし（固型化材料等注入4時間後）  

⑤（廃棄物＋内部固型化材料等）重量測定  

⑥固型化材料等比重測定  

⑦固型化材料等注入率（＝空隙への注入量／初期空隙量）算出  

d．試験結果   

（a）水平設置条件  

固型化材料等が最も充填されにくいと考えられる水平設置時における、内径別の   

固型化材料等の充填率を測定した結果を図3．1－2に示す。図3．1－2より、内径   

が22．8mm以上の配管・ホースについては90％以上の注入率が得られているが、内径   

10mmのホースについては24％の注入率にとどまった。  

内径10mmのホースについて、長さをパラメータとして固型化材料等の注入率の変   

化を確認した結果を図3．1－3及び写真3．1－3に示す。図3．1－3より、長さが   

長くなるにつれて注入率は悪くなる傾向にあり、長さ20cm以上では注入率が50％未  

満となった。  

（b）傾斜設置条件   

（a）で固型化材料等が最も注入されにくかった内径10mmのホースについて、軸方向  
－21－   



に傾けた場合の注入率の変化を確認した結果を図3．ト3、写真3．1－1に示す。   

傾斜させることによる注入率向上の効果は著しく、傾斜確度が10度、20度のいず   

れの場合でも100％近い注入率が得られている。  

さらに、傾斜確度が10度の条件で配管長さをもっと長くして試験を行ったところ   

長さ1mにおいても100％近い注入率が得られている。   

（a）と（b）の試験結果から、90％以上の固型化材料等の注入率が得られる配管口径と長  

さの関係については図3．ト4のようにまとめることができる。なお、配管とホースに   

ついて、図3．ト2に示すように注入性にほとんど差異が認められなかったことから、   

図3．卜4では配管・ホース類として一括して扱った。  

（4）処理基準  

（3）で実施した試験結果を基に、廃棄物発生量の多い配管・ホース類の標準的な切断   

処理の基準を以下のとおり設定できる。   

a．配管類  

図3．ト1に示すように、配管類の内径分布は、20m以上が80％以上、10mm以上が  

95％以上であり、また、ドラム缶に収納されることを考えれば、60cm以上の配管が   

水平に収納される可能性はない。図3．ト4に示すように、内径が20mm以上で長さが  

60cm未満の配管は水平収納の状態でも90％以上の注入率を得ることができる。  

また、内径が10mmの配管については10度以上傾けることにより90％以上の注入率   

を得ることができるので、実際の廃棄物収納状況から考えれば、実態的には内径10  

m以上の配管に対して固型化材料等が十分注入されると考えられる。  

内径が10mm未満の配管への注入性については、今回の試験では言及することはで  

きないが、その配管全体に占める割合が5％以下であることから、その内部空隙が  

固型化材料等によって全く注入されないとしても、廃棄休全体としての空隙率に大  

きな影響を与えることはないと考えられる。  

したがって、配管の処理基準としては、「ドラム缶に収納できる長さに切断すれ  

ば良い」と言える。  

b．ホース類  

図3．ト1に示すように、ホース類も内径20mm以上が80％以上、内径10m以上が95  
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％以上であり、配管とほぼ同様の内径分布となっている。また、（3）でも述べたよう  

に配管とホースの注入性については差異がないと考えられることから、ホース類に  

ついても配管類同様の処理基準が適用されるものと考えられる。しかし、ホースは  

配管と比較すれば湾曲しやすいものが多く、著しく湾曲した状態では固型化材料等  

が注入されにくくなる可能性が高い。したがって、湾曲しないよう束ねて処理する  

か、湾曲しにくい長さまで切断しておくことが望ましい。ホースは内籠あるいは内  

張りドラムに収納されることを考慮すれば、この湾曲しにくい長さの目安としては  

50cm程度が適切であると考えられる。  

なお、配管と同様に内径10mm未満のホースについては、そのホース全体に占める  

割合が5％以下であることから、その内部空隙に固型化材料等が全く注入されなか   

ったとしても、廃棄体全体としての空隙量に大きな影響を与えることはないと考え   

られる。  

したがって、ホースの処理基準としては、「50cm以下に切断する」こととする。  

また、束ねる等の措置をとり、湾曲しにくくした場合は、配管の処理方法に準じる   

ことができる。  

なお、内径10mm未満のホースについては切断を行わない。  

3．2 圧縮処理の方法   

（1）対象となる廃棄物  

圧縮処理の対象となる可能性のある廃棄物は、主に缶類、シート類、保温材類等で   

ある。これらについては、最終的に埋設する廃棄物の滅容の観点からも、圧縮してお  

くほうが望ましいと考えられる。  

（2）処理方法  

圧縮後の形状維持等のために、所定の圧縮用容器に収納して一定以上の圧縮圧力で   

容器毎圧縮する。なお、缶類等で圧縮後の形状維持の必要がないものについては圧縮   

用容器を使わないことも可能である。  

（3）試験結果   

a．試験目的  
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図3．ト1配管・ホースの内径別重量分布  

注．本分布は、原子力発電所で実施した雑固体廃棄物の開缶調査結果に基づく。  

開缶調査の実施に当たっては、BWR、PWRからそれぞれ調査対象プラント  

を選定し、以下の本数を調査した。  
BWR（福島第一）………… 104本  

PⅣR（高浜・大飯）………  50本  

また、代表性確保の観点から、具体的なドラム缶の選定については以下の  

点に留意した。  

①廃棄物の種類について、調査発電所及び全国の種類別廃棄物保管割合を  

考慮した。  

②廃棄物の発生年代について、広範囲に割り振った。  

－24－   



0
0
1
×
 
（
暮
騎
置
蜃
機
密
＼
嘲
騎
Y
足
掛
露
恵
曽
討
函
0
～
直
垂
融
磨
）
＝
静
聾
据
静
幕
藩
空
尉
囲
碁
 
 

こ＝ 一 

（
∈
U
O
∽
 
′
∈
E
O
一
世
疋
）
 
 

K
∵
⊥
菅
 
 

（
贈
頗
鉢
鴬
）
 
掛
野
摂
紗
甚
蜜
ど
副
囲
Q
宗
鯉
監
 
N
－
1
．
竹
園
 
 

（
E
U
O
S
 
′
∈
E
∽
N
鯉
広
）
 
 

K
l
昔
 
 

（
∈
U
O
∽
 
′
E
E
N
．
胃
地
史
）
 
 

伽
 
慮
 
 

（
∈
U
O
∽
．
∈
E
∞
．
N
N
鰹
疋
）
 
 

脚
 
慮
 
 

0
 
 

0
L
 
 

O
N
 
 

O
C
 
 

⊂〉  ⊂）  

lJつ  寸  
⊂〉   ⊂〉  
卜．  くD  

臣討ど逼露蹄罵言陽  

一25－   



0
0
の
 
 

∑
こ
0
0
0
【
 
 

櫛
Y
側
聞
喜
怒
空
副
回
芯
感
度
由
感
．
坤
噂
e
（
∈
∈
≡
泄
誓
K
l
檻
 
m
－
L
・
m
囲
 
 

⊂）  

⊂）  

（％）萱軍事￥童相国］1羅国  

－26－   



I I l  l  I  

（
腰
蒜
∵
し
鯨
．
軸
心
讐
 
 

匿
渥
葛
杓
喧
．
些
写
讐
烹
蒜
富
慮
Y
朝
鮮
露
怒
空
副
匝
配
当
ヨ
訳
○
の
 
寸
－
「
m
匡
 
 

（
∈
己
）
出
藍
 
 

O
C
 
 

0
0
0
L
 
 
 



■ヽ 冨  

⊂）  

（ゴ○  

（Dl・・■   

（D  

堪  

⊂）  

ベ  

貞 ▼一l  

N⊂⊃  

Uつ  l  

堪  

＿lJつ  
昔  ⊂⊃  

■ヽ  

「」⊂）  

＿∽  

uつ  

喜  

団  

l√）  

N   
胆   

（  

∪つ  額  

陣  

嘗  
）  

喝  

脚  
筈巴   団  ⊂⊃   

∩＿ユ  ⊂⊃  
博Ⅱ   

閲  
q⊃  

†－■  

胃巴  

摂 世 蜃 僻 礫   （  勅  喝    聖＝泄  哨  《    老：巳  帥  慈      ）  「U 据Ⅱ  寧   

鱒
噂
．
配
置
◎
惑
機
慣
吏
J
旺
由
り
一
帯
璃
 
【
－
「
m
哺
 
 
 



傾斜角度0度  

傾斜角度10度  

傾斜角度20度   

写真3．1・1内径10mmホースの固型化材料等注入状況（1／2）  
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ホース長さ 600mm  

（傾斜角度10度）  

ホース長さ1000mm  

（傾斜角度10度）   

写真3．1・1内径10mmホースの固型化材料等注入状況（2／2）  
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減容性の観点から適切な圧縮圧力について設定すると共に、圧縮した廃棄物の内部   

状態を確認する。  

b．試験条件   

（a）使用廃棄物  

①保温材（珪酸カルシウム、グラスウール、ガラスクロス、ロックウール）  

②フィルタ類（プレフィルタ、HEPAフィルタ、バグフィルタ）  

③シート類（防炎シート、塩ビシート）  

④缶類（ペール缶、スプレー缶）   

（b）圧縮用容器  

50ゼ、120 ゼドラム缶（一部の廃棄物のみ）   

（C）圧縮圧力  

2．5～30kgf／cm2  

c．試験方法   

圧縮用容器に廃棄物を収納して、容器毎圧縮し、圧縮圧力毎に滅容比を確認する。  

50ゼ容器を用いた圧縮体については、圧縮後に切断し、断面を観察する。  

d．試験結果   

圧縮圧力と減容比の関係を図3．3－1、3．3－2に、圧縮体の切断面を写真3．3－  

1に示す。図3．3－1、3．3－2に示すように、圧縮用容器に収納して容器毎圧縮し   

た場合、30kgf／cm2程度の圧縮力があれば空隙の除去及び滅容性の観点から十分であ   

ることが分かる。また、この30kgf／cm2という圧力は、廃棄体を埋設し、覆土した後   

に廃棄体にかる圧力と比較しても十分大きく、耐埋設の強度の点からも問題がないと  

考えられる。   

缶類については空隙が認められたが、発電所における開缶調査によれば缶類の割合   

は全廃乗物の約1％と十分小さく、廃棄体全体としての空隙量に大きな影響を与える  

ことはないと考えられる。   

したがって、標準的な圧縮処理の基準として、30kgf／cm2以上の圧縮圧力で圧縮す  

るのが適当である。  
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3．3 固型化材料等の注入方法  

Appendix－2で示す回型化材料等の条件で、固体状廃棄物の回型化に適用するのに   

適切な固型化材料等の注入速度について、実大規模での基礎試験により確認・評価し  

た。  

a．試験方法  

標準廃棄物組成に類似した模擬廃棄物を200ゼアクリル製透明容器に密収納（4．1   

に後述する）し、水置換法により空隙塵を評価し、水を抜いた後、Pロート50秒前後   

の固型化材料を注入速度15、25及び40ゼ／分で注入し、重量法により固型化材料の充   

填量を評価した。なお、注入は上部より、注入時の加振は無しとした。  

b．試験結果   

試験結果を表3．3－1に示すが、いずれの注入条件に対しても、固型化材料等の充填  

率はほぼ100％であり固体廃棄物に十分適用できる見通しを得た。   

したがって、注入速度は実設備に求められる処理容量等を考慮して25ゼ／分を標準   

条件とする。  

3．4 廃棄体強度の向上方法  

下表のように強度分類された固体状廃棄物の内、強度が低い分類Bのものについて   

は、溶融処理を行わない場合、廃棄体強度向上のため、強度対策を施した容器に廃棄   

物を収納して固型化する事が考えられる。  

分  類  固体状廃棄物の性状   

A  固体状廃棄物の強度が高いもの  

強度分類  

B   固体状廃棄物の強度が低いもの  

容器の強度対策は、収納する固体状廃棄物と容器内周との間に固型化材料等による  

内張り層を設けることが考えられ、具体的には、廃棄物を内籠や内張り容器に収納す  

ることで対応出来る。   

従って、処理を行った後の廃棄物の強度分類（AまたはB）に応じて、容器に収納  

する区分は以下の通りとする。  
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固 型 化 対 象 廃 棄 物  収  納   

強度分類  種 類  区分  収納方法  

A ・溶融体  直按  所定の容器に固型化対象物を直接   

（強度が  収納  収納する   

高い）   

B   ・塩ビ・プラスチック、ゴム  内籠   所定の容器にセットされた所定の   

（強度が  収納  内籠に固型化対象物を収納する  

低い）  

内張り容  所定の内張り容器に固型化対象物  

器収納  を収納する   

＊圧縮用容器に入れて圧縮した場合、強度分類Aとなる。（4．3参照）  

なお、内張り層に使用する固型化材料等は以下の仕様を標準的な条件として考えた。   

・内周層：施工性等を考慮して30mm以上   

・固型化材料等の圧縮強度：通常達成される300kgf／cm2以上   

上記の妥当性は4．3章で検討する。  

－33－   



1．00  

0．80   

ヨ0・60  

馳  

駕0．40  

0．20  

0．00  

■■－ペール缶   

■コースプレー缶   

0  5   10   15   20   25   30  

圧縮圧力（kgf／cm2）  

1．00  

0．80   

ヨ0・60  

隆  

駕0．40  

0．20  

0．00  

一■－ケイ酸カルシウム   

」コーグラスウール   

ー●一口ツクウール   

→こトガラスクロス   

0  5   10   15  20   25  30  

圧縮圧力（kgf／cm2）  

1．00  

0．80   

ヨ0・60  

隆  

駕0．40  

0．20  

0．00  

＋プレフィルター   

1コ一日EPAフィルター   

＋バグフィルター   

→こ一塩ビシート   

「▲一防炎シート  

0  5   10   15   20   25   30  

圧縮圧力（kgf／cm2）  

図3．3－1  圧縮圧力と減容比の関係（50Lドラム缶）  
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図3．3－2  圧縮圧力と減容比の関係（120Lドラム缶）  
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珪酸カルシウム  

グ ラ ス ウ ー  

グラスウール  

写真3．3－1（1／5） 圧縮体（50ゼ）の断面図  
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ガラスクロス  

ロックウール  

写真3．3－1（2／5） 圧縮体（50ゼ）の断面図  

図  圧縮体（50L）の切断面（2／5）  
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プレフィルタ  

H E P Aフィルタ  

HEPAフィルタ  

写真3．3－1（3／5） 圧縮体（50ゼ）の断面図  
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バグフィルタ  

防炎シート  

写真3．3－1（4／5） 圧縮体（50ゼ）の断面図  
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塩ビシート  

ペール缶  

写真3．3－1（5／5） 圧縮体（50ゼ）の断面図  
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4．実大模擬廃棄体の製作実証試験  

固体状廃棄物を埋設処分するためには、国が定めた技術基準に適合する廃棄体を製作   

する必要がある。これらの中で、固体状廃棄物の廃棄体性能に関するもので、試験によ  

り確認する必要のあるものは以下の2点である。  

① 廃棄体内部に有害な空隙がないこと  

② 埋設された場合の耐埋設荷重強度を有すること  

ここでは、製作した実大模擬廃棄体について廃棄体内部の残留空隙量及び耐埋設荷重  

強度を評価した。  

なお、製作実証試験は、収納条件や収納状況が大幅に異なる固体状廃棄物の強度分類  

と圧縮性等に応じて、廃棄物を次のように分類して実施した。  

廃 棄 物 分 類  固 体 状 廃 棄 物 の 性 状   

A   固体状廃棄物の強度が高いもの  

非  

溶  B   固体状廃棄物の強度が低いもの  

融  

体   圧縮   圧縮性の固体状廃棄物を圧縮したもの  

圧縮性  

非圧縮  非圧縮性の固体状廃棄物   

溶融体  溶融したもの   

注1）固体状廃棄物を処理する段階では、廃棄物の形状分類に応じて、  

1、2、と分類していたが、固型化する段階では処理した後の  

廃棄物の形状として非圧縮、圧縮、溶融体に分類している。  

注2）本書では、強度分類に応じてA廃棄物とB廃棄物というように表現  

している。  
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4．1実大模擬廃棄体の製作  

（1）実大模擬廃棄体の製作方法  

実大模擬廃棄体の製作は、以下のとおりに実施した。なお、廃棄体製作上の基本  

的な方法は3章で検討した結果に従っている。  

a．模擬廃棄物の種類と組成  

実大模擬廃棄体の製作に使用した各廃棄物分類毎の模擬廃棄物の仕様は、2．3で述  

べた通りである。  

この内、圧縮性廃棄物は、120ゼドラム缶に収納し20～30Kgf／cm2で容器ごと圧縮  

し、圧縮体を廃棄体容器に収納した。  

b．模擬廃棄物の廃棄体容器への収納  

収納方法は、実際の発電所での作業を考慮して、無作為に収納した状態（以下、普  

通収納）と、なるべく収納効率が上がるように配列させて収納した状態（以下、密収  

納）の2種類が考えられる。  

模擬廃棄物の内、非圧縮物については密収納及び普通収納の2方法により、A廃棄  

物は直接ドラム缶に、B廃棄物は内張容器又は内籠容器に収納した。  

また、圧縮体（缶類）の発生比率は小さいので圧縮体（缶類）単体の収納は行わず  

A廃棄物（非圧縮）と混合して収納した。  

圧縮体については、A廃棄物の圧縮体はドラム缶に、B廃棄物の圧縮体は内張容器  

又は内籠容器に、共に容器中央に水平に積み重ねるが、特別に製作するB廃棄物の圧  

縮体の直接ドラム缶収納廃棄体（耐埋設荷重強度試験用）は、圧縮体がドラム缶内面  

に接触するよう偏心させて収納した。  

また、溶融体はドラム缶に収納した。  

更に、圧縮体と非圧縮物の組み合わせ収納の場合は、浮上防止の観点から圧縮体を  

容器底部に置く。  

廃棄物が収納された状態を写真4．1－1に示す。（本試験ではドラム缶に収納してい  

るが、ここでは普通収納、密収納の状態について分かりやすく示すために、別途透明  

アクリル容器に収納した時の試験状況の写真を添付している。）  

なお収納量の変動性については、収納試験を繰り返し3回実施した結果を図4．ト1  

に示すが、3回ともはぼ同じ値になっている。  
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C．固型化  

設定した固型化条件を以下に示す。  

なお、Pロート流下時間は、規準範囲（Appendix－2参照）の上限である50秒程度  

に設定することにより、充填性について保守的条件とした。  

OPロート流下時間：50秒程度  

・水／セメント比（W／C）   

・砂／セメント比（S／C）   

・混和剤（高性能減水剤）／セメント比   

○注入速度：25ゼ／分  

33 00   

82 ％   

1．2 0℃   

固型化材料は、JISに規定される普通ボルトランドセメント及び高炉セメント、細   

骨材、高性能減水剤並びに上水道水を使用した。配合は表4．ト1の通りである。  

また、固型化の手順を図4．1－2に、混練機及び注入器の仕様を表4．ト2に、固型化   

材料の注入レベル（目標値）を図4．卜3に示す。  

なお、固型化材料注入後、養生エリアで養生を実施した。  

（2）実大模擬廃棄体の製作結果  

廃棄体製作結果として、収納廃棄物重量、廃棄体の全重量、固型化材料等の充填体  

積を表4．1－3に示す。また表4．1－3には、4．2及び4．3の試験実施状況を合わせて示  

す。  
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Al廃棄物  

密収納  普通収納   

写真4．ト1（1／3）  
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Bl廃棄物  

普通収納  密収納   

写真4．1－1（2／3）  
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B2廃棄物  

写真4．1・1（3／3）  
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蓑4．1－1固型化材料の配合  

固型化材料の配合  

項 目  注入性試験／落下試験●1   耐埋設荷重試験■2  

Pロート流下時間：約50秒  （強度：低強度）   

（強度：普通）  

水／セメント比   非圧縮、圧縮：0．33   0．60   

溶融体：0．31  

砂／セメント比   0．82   1．5   

減水剤／セメント比   0．012  

注1）セメントには高炉セメントを用いた。  

注2）セメントには、高炉スラグと普通ボルトランドセメントを重量比75：25で混合した  

ものを用いた。  

図4．1－2 固型化手順  
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蓑4．1－2 濃緑械及び注入器の仕様  

機 器 名   仕  様   

混練機   ・型  式：強制練リバン型混練機  

・混 練 量：250L  

・混練用羽根：4本  

・回 転 数：MAX堪rpm  

・寸  法：¢1400×500H   

注入器   ・型  式：スクイズ式  

・容  量：4～40L／min  

・伝動方式 ：減速機 減速ローター  

冠
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ドラム缶内径 567  

図4．1－3 固型化材注入高さ  
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4．2 廃棄体内の残留空隙量  

充填廃棄体が平均的に有する残留空隙量を把握するため、埋設される廃棄体を代表   

できると考えられる実規模模擬充填廃棄体を作製し、残存空隙量を測定した。なお、   

測定には①水置換、②Ⅹ線CT及び③切断による断面確認の3手法を用いた。  

（1）水置換による評価   

a．方法  

試験は下記の手順で実施した。  

廃棄物を容器へ収納  

固型化材料注入量の評価  

残存空隙量の評価  

b．結果   

評価結果を表4．2－1に示す。表4．2－1からもわかるように、廃棄体内部の固型化容  

積（廃棄体内部のうち上部空隙を除く容積）に対する残存空隙真の比率は多くの廃棄  

体で0～1％、高くても2％であった。  

－52－   



（2）Ⅹ線CT（Computed Tomography）による評価   

a．方法  

①基本原理  

図4．2－1にⅩ線CT装置の基本構成を示す。Ⅹ線源（加速器）から発生する広角  

Ⅹ線ビームと複数個の検出器を使用し、被検体を並進、回転走査し、あらゆる方向  

からⅩ線透過データを収集する。このⅩ線透過データを基に、コンピューターにて  

像構成演算を行い、断面像を作成する。  

②装置仕様  

メッシュ分割幅：約1mm  

総メッシュ数：約30万  

断面高さ   ：約1mm  

③測定廃棄体  

水置換による評価を行った13体のうち、充填性の観点から特徴的と考えられる6   

体については充填廃棄体1体につき9断面の測定を行い、残りの充填廃棄体につい   

ては充填廃棄体1体につき3断面の測定を行った。表4．2－2に各廃棄体の測定断面  

数、図4．2－3に9断面と3断面の場合の断面観察位置を示す。   

b．結果   

評価結果を表4．2－2に、また各充填廃棄体のCT画像の一部を写真4．2－1に示す。   

画像において空隙と判断された箇所については白抜きで示してある。  

なお、溶融体（金属層）及びA（非圧縮）密収納の充填廃棄体については、密度が  

高く測定はできなかった。  

・A廃棄物（非圧縮）の充填廃棄体においては、弁体内部に一部充填されない空隙が  

認められたものの、いずれの断面においても1％程度以下の空隙率と評価された。  

・B廃棄物（非圧締）の充填廃棄体については5～6％程度の空隙率を有する断面が  

認められたが、これは折り畳まれたダクトホースの外縁部に固型化材料等が充填さ   

れなかったことによるものであると考えられる。ただし、これらの空隙のひとつひ  

とつは微細なものであって、ひとかたまりの空隙では無いことがわかる。  

・圧縮体（保温材等）の充填廃棄体には、圧縮容器周辺部に10％程度の空隙率と評価  

される断面が一部に認められた。  
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・A（非圧縮＋圧縮体）廃棄体において、圧縮体（缶類）が存在している断面は30％  

程度の空隙率と評価されたが、圧縮体の高さを考慮すれば廃棄体全休では5％程度  

の空隙率と評価される。  

全ての断面を測定できた充填廃棄体について9断面（または3断面）の空隙量の平   

均値は圧縮体のみの充填廃棄体を除けば1～3％程度であり、圧縮体のみの充填廃棄   

体では3～6％となった。  

（3）切断による断面確認   

a．方法  

充填廃棄体を縦方向に2分割切断し、切断面から固型化材料等の充填状況を確認す  

る。なお、試験装置の仕様は以下のとおり。  

方式  ダイヤモンドワイヤーソー  

ワイヤー移動速度：30mm／min  

切断速度  ：約2mm／min  

水置換による充填試験を行った13体のうち9体を切断した。   

b．結果  

切断した廃棄体の外観を写真4．2－2に示す。充填廃棄体の中に顕著な空隙は認め  

られず、固型化材料等が良好に充填されていることが分かる。なおB非圧縮物と圧縮  

体については、モルタル中での浮力によって廃棄物が若干上面に片寄って存在してい  

るものが認められた。  

また、圧縮体（保温材等）の切断面の拡大写真を写真4．2－3に示すが、Ⅹ線CT  

で圧縮体（保温材等）の内部に認められた空隙は、はとんどが被圧縮物と圧縮用容器  

との間隙に生じている圧縮体内部の空隙であり、廃棄体と容器の間隙については良好  

に充填されていたことがわかった。  

（4）まとめ  

以上に示した試験結果をまとめると以下のとおりである。  

①A廃棄物（非圧縮）の充填廃棄体  

水置換、Ⅹ線CT共に1％未満の空隙しか認められなかった。  
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②B廃棄物（非圧縮）の充填廃棄体  

水置換、Ⅹ線CT共に1～2％の空隙が認められた。   

③溶融体の充填廃棄体  

水置換により1％未満の空隙しか認められなかった。   

④圧縮体の充填廃棄体  

圧縮体（保温材等）のみの充填廃棄休については、水置換試験では0～2％程度、   

Ⅹ線CTでは3～6％程度の空隙率が認められた。切断試験によって当該充填廃棄体   

にふくまれる空隙ははとんどが圧縮体内部の空隙であり、このことが測定手法による   

空隙率の差異の原因となっていることがわかった。  

圧縮体（缶類）はその存在比率が極めて少ないことから、A廃棄物（非圧縮）と混   

合した充填廃棄体を製作した。Ⅹ線CTからは、圧縮体断面部分の空隙率は30％程度   

であったが、廃棄体に占める圧縮体の容積率を考慮すると、廃棄体全体では5％程度   

の空隙率と評価できる。圧縮体（缶類）は基礎試験等でも内部に空隙が確認されてお   

り、このことが水置換による評価（0％）との差異になっている。  

なお、圧縮休そのものは埋設後に廃棄体が受ける上載荷重以上の圧力で圧縮したも   

のであり、これら圧縮体内部の空隙は解放された空間に生じている空隙とは区別され   

るべきと考えられる。   

発電所で実際に製作される充填廃棄体においては、これらの値に上部空隙量を加えた   

ものが廃棄体に平均的に残存する空隙量となる。  

上部空隙量は、固型化材料を充填する際のオーバー フロー防止という観点からドラム   

缶上端面よりある一定の裕度をもって充填されることによって生じる。必要となる裕度   

は固型化システムによって異なると考えられ、一概に設定することはできないが、10％   

程度の空隙量（ドラム缶閉蓋した際に、蓋の下面から充填面までの約8cm）には抑えら   

れると考える。  
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表4．2－1 水置換による残存空隙量比率  

試験No．   廃  棄  物  分  類   収納状態  収納容器  空隙率（％）   

6  A廃棄物（非圧縮）   密   ドラム缶   0   

国  A廃棄物（非圧縮）   普通   ドラム缶   0   

3  A廃棄物（非圧縮）   普通   ドラム缶   

4   B廃棄物（非圧縮）   密   内張容器   0．5   

B廃棄物（非圧縮）   密   内籠   1．0   

6   B廃棄物（非圧縮）   普通  内張容器   1．5   

7   B廃棄物（非圧縮）   普通   内籠   0．5   

8   B廃棄物（圧縮体）（保温材等）  内張容器   2．0   

9  B廃棄物（圧縮体）（保温材等）  内籠   0   

10  A廃棄物（非圧縮）＋圧縮体（缶類）   密   ドラム缶   0   

B廃棄物（非圧縮）＋圧縮体（保温材等）   密   内張容器   2．0   

12  A廃棄物（非圧縮）   密   ドラム缶   0．5   

13  A廃棄物（非圧縮）   普通   ドラム缶   0   

14   B廃棄物（非圧縮）   密   内籠   0   

15  A廃棄物（圧縮体）  ドラム缶   

16  B廃棄物（圧縮体）（保温材等）  内張容器   0   

B廃棄物（圧縮体）（保温材等）   偏心   ドラム缶   

18  溶融体  ドラム缶   O 

19  溶融体  ドラム缶   0   

20  溶融体  ドラム缶   0   
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写真4．2－2（1／9） 切断廃棄体の外観（A非圧縮、密収納）  

写真4．2－2（2／9） 切断廃棄体の外観（A非圧縮、普通収納）  
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写真4．2－2（3／9） 切断廃棄休の外観（B非圧縮、密収納、内張容器）  

写真4．2－2（4／9）切断廃棄体の外観（B非圧縮、密収納、内報容器）  

－67－   



写真4．2－2（5／9） 切断廃棄休の外観（B非圧縮、普通収納、内張容器）  

∵   

写真4・2－2（6／9）切断廃棄体の外観（B非圧縮、普通収納、内龍容器）  
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写真4．2－2（7／9） 切断廃棄体の外観（B圧縮、内張容器）  

写真4．2－2（8／9） 切断廃棄休の外観（A非圧縮十圧縮）  
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写真4．2－2（9／9） 切断廃棄体の外観（B非圧縮十圧縮、内張容器）  
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写真4．2－3 圧縮体断面の拡大写真  
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4．3 廃棄体の有する強度   

（1）試験方法  

製作された実大模擬廃棄体を用いて、下記のとおりの荷重試験を実施した。なお、   

荷重方法は埋設処分において廃棄体が受ける荷重を想定して設定している。  

a．試験装置  

試験装置は、図4．3－1に示すように、H型鋼で構成した加カフレーム、ドラムを模   

擬した加力治具（上下部）、載荷のための油圧ジャッキ及び荷重を測定するロードセ   

ルからなる。  

b．載荷方法  

載荷試験では、上部加力治具（1．25トン）を載荷後、油圧ジャッキで制御しながら   

0．5トン単位で増加していくが、最大荷重付近及び変形が大きく変化する付近では、   

より細かいステップで荷重を増加する。なお、載荷試験における最大荷重は試験装置   

の限度の30トンまでとする。  

c．測定方法  

測定方法は、載荷荷重及び試験用廃棄体全体の鉛直方向の変位量（Dl～D4）を   

リアルタイムで測定する。試験は、変位が進まなくなった時点で終了することとし、  

その際の荷重を試験用廃棄体の耐埋設荷重とする。  

変位の測定位置を図4．3－2に示す。  

d．試験用廃棄体  

試験用廃棄体の製作においては、廃棄物の強度が高いものと低いものに区分し、強   

度の高いものは直接ドラム缶に収納して固型化し、強度の低いものは、廃棄体に強度   

を持たせるためにドラム缶の内側にモルタル（以下、内張容器）又は内籠（以下、内   

籠容器）による内周層30mmを設け固型化した。  

また、これら試験用廃棄体の製作に用いたモルタルは、保守的に全て300kgf／cm2  

程度の低強度のものを使用した。  

なお圧縮体（保温材等）の廃棄体は、廃棄物があらかじめ圧縮処理されているため  
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強度が高いと思われるが、念のために、圧縮体を偏心させてドラム缶に直接収納した   

場合についてもその強度を確認した。  

強度区分   廃 棄 体 分 類   収納   容器   本数   

強度があ  密   ドラム缶   1体  

るもの   

普通   ドラム缶   1体  

圧縮体（缶類）  ドラム缶   1体  

溶融体  ドラム缶   1体   

強度が無  密   内龍容器   1体  

いもの   

内籠容器   1体  

圧縮体（保温材等）   偏心   ドラム缶   1休  

廃棄物なし  内籠容器   2体   

（2）荷重試験結果  

荷重試験の結果を表4．3－1に示す。廃棄体分類や廃棄体の収納状態に拘らず、容器  

とモルタルを含む廃棄体全体では、試験装置の最大荷重である30トンでも破壊しない  

ことが確認できた。また、低強度のモルタルを使用した内張容器については、内張容  

器だけ（廃棄物なし）でも約18トンの荷重に耐えることが確認できた。なお、荷重試  

験の状況を写真4．3－1に、荷重試験後の廃棄体状態を写真4．3－2に示す。  
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図4．3－1試験装置概念図  
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図4．3－3（1／2） 供試体の荷重変形曲線（供試体：内張容器のみ）  
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図4．3－3（2／2）供試体の荷重変形曲線（供試体：A廃棄体、非圧縮、密収納）  
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5．まとめ  

発電所実廃棄物の開缶調査データに基づいて選定した模擬廃棄物を用い、廃棄体製作   

の基礎的な検討結果に基づき、実大模擬廃棄体を製作し、その空隙率及び耐埋設荷重強   

度を測定した。概要は次の通りである。  

① 空隙率は、水置換法及びⅩ線CT法により評価した。その結果、いずれの方法に  

おいても、廃棄休空隙率は多く見積もって2～3％程度であり、良好なモルタル注  

入が出来ることが分かった。  

② 耐埋設荷重強度は、実大模擬廃棄体と内張容器で試験した。その結果、実大模擬  

廃棄体の耐埋設荷重強度はいずれも30トン以上であった。また、厚さ30mmの内張容  

器のみの耐埋設荷重強度は約18トンであった。  
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Appendix－1  

金属廃棄物の表面積について  

1．調査項目  

金属廃棄物からのガス発生量を推定するためには、廃棄体に含まれる金属廃棄物（ア  

ルミニウム、鉄系金属）の表面積を把握する必要がある。しかしながら、廃棄体に収納  

する廃棄物量は1体ごとに異なると考えられるので、廃棄物の単位重量当たりに含まれ   

る金属廃棄物の表面積（ポ／kg）を調査し、廃棄物の収納量豊から金属の表面積（d／  

本）を算出できるようにした。  

また、アルミニウム廃棄物については、薄い物が多く腐食によって消滅してしまうと   

考えられるので、厚さごとに分類して表面積の割合を調査した。  

2．調査結果  

廃棄物を強度及び形状に基づいて分類し、調査結果を整理した。   

（1）アルミニウム  

分別除去後に残留していたアルミニウムは厚さ0．02mm程度のアルミ箔やアルミクロ  

スのような極薄いもの、厚さ0．2mmから1mm未満の薄板がほとんどであった。表1に  

残留アルミニウムの種類とその厚さを示す。なお、8mmを超えるものはなかった。  

表1残留アルミニウムとその厚さ  

廃  アルミ箔、アル  アルミの薄板（保温  アルミ板（アルミ  機器に付随するアル   

棄  ミクロス（グラ  材の外装材、治異類  ケース、アルミ製  ミ部品、アルミダイ   
物  スウール等の保  枠等）   キャスト品）   

温材の外装材）  

厚  0．2～0．8mm   0．8・－2．Omm   2．0～8．Omm  

さ   

残留アルミニウム表面積の調査結果を表2に示す。  

アルミニウムの厚さ区分については0．1mm／yl）の速度で両面から腐食するとき厚さ   

0．2m以下のものが極めて短期間に消滅するのでこれを極く薄いものと設定し、その   

他は上記の実態に則した。極く薄いものの表面積は厚さ0．2mmのアルミ板とし、重量   

測定値から次式を用いて表面積を算出した。  
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なお、厚さごとの残留アルミニウムの表面積割合を表3に示す。   

S＝2×W／（β×0．02）   

S  ：表裏を考慮して2倍に換算した表面積（cポ）   

W ・重量（g）  

β  ：密度（2．7g／cm3）  

0．02：厚さ（cm）  

表2 残留アルミニウムの表面積  

発電所  分  アルミニウム  廃棄物総重量  表面積＊   

炉型式  類  総表面積 m2   kg   m2／kg   

A   3．16   6310   5．0×10‾4  

BWR  1．11   2．3×10‾3  

B2  23．27   1020   2．3×10‾2   

A   3．28   4870   6．7×10‾4  

PWR  0．66   1．9×10‾3  

4．38   940   4．7×10‾3   

‡廃棄物単位重量当たりの金属表面積（ポ／kg）  

＝金属総表面積（d）／廃棄物総重量（kg）   

A：A廃棄物、Bl：廃棄物（非圧縮）、B2：B廃棄物（圧縮）  

表3 残留アルミニウムの表面積割合   

BWR  PWR  

一－0．2  一、一0．8  ・－2．0  ・－8．0  【－0．2  ・－0．8  ・－2．0  一－8．0   

A   6％   48％   18％   28％   16％   凋   0％   

3％   7％   92％   0％   0％   

B2   100％   0％   0％一   田  100％   0％   0％   
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（2）鉄系金属  

鉄系金属表面積の調査結果を表4に示す。  

鉄系金属は金属片、配管、管、番線類等の代表的な廃棄物ごとに分類することができ   

た。そこで、代表的な廃棄物の重量値及び表面積測定値から比表面積（鉄系金属の重量   

当たりの表面積）を算出し、これに全鉄系金属の代表的廃棄物ごとの総重量を乗じて、   

鉄系金属の表面積を算出した。  

S＝WX r  

S  ：表面積（ポ）  

W ・重量（g）  

t  ：比表面積（d／kg）  

表4 鉄系金属の表面積  

発電所  分  鉄系金属   廃棄物総重量  表面積‡   

炉型式  類  総表面積 m2   kg   m2／kg   

BWR  A   497．73   6310   7．9×10‾2   

PWR  A   430．30   4870   8．8×10‾2   

‡廃棄物単位重量当たりの金属表面積（d／kg）  

＝金属総表面積（d）／廃棄物総重量（kg）  

（参考文献）   

1）藤澤、他：日本原子力学会「1996年春の年会」、M41  
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Appendixr2  

固型化材料等の性能維持に関する検討   

1． はじめに  

「核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の廃棄物埋設の事業に関する規  

則」によると、固体状の放射性廃棄物と一体となるように充填して容器に固型化（以下、  

固型化されたものを充填固化体と略す）する際に用いる材料は、セメント、又はセメン  

ト及び骨材、添加剤等の混和材料（以下、固型化材料等と略す）である。  

；こでは、適切な充填固化体を作製する上で必要な品質管理手法として、標準的な固  

型化材料等に対する一例を検討した。  

2．必要な品質  

充填固化体製作に用いる固型化材料等（セメント、細骨材、水、混和材料を練り混ぜ  

たもの）には以下のような品質が必要である。  

①固型化材料等の流動性の目標値が下表のようになること。（添付－1参照）  

Pロートによる流下時間  

固型化材料等の種類  目標値  

上限値   下限値   

高性能減水剤を使用したもの＊2   50秒   16秒＊l   

上記以外   20秒   16秒＊l  

‡1下限値を超える場合は、材料分離が著しく生じないことを事前に確認する。  

‡2高性能AE減水剤を含む。  

②硬化した後の固型化材料等の圧縮強度が約30MPa（300kgf／cm2）以上であるこ  

と（JIS A llO8の試験により、材令28日後の強度）。これは、充填固  

化体の強度確保より設定されている。  

これらの2つの指標を適切な頻度で測定して確認することもできるが、事前に妥当性   

を確認した製作時の管理によって確認することもできる。以下に、後者の管理方法につ   

いて検討した。  

3．基本的な品質管理方針  

基本的な品質管理方針は以下の通りである。  
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①固型化材料等の流動性が上記の目標範囲に入るように廃棄体製作において、品質管  

理を行う。なお、初期の配合条件を適切に設定すれば、流動性の管理を行うことに  

より、圧縮強度は自ずと上記の管理範囲内に入る。   

②廃棄体製作での品質管理の妥当性を確認するため、1回／年程度の固型化設備の定  

期検査に合わせて、固型化材料等の流動性を測定し、上記の目標範囲内であること  

を確認する。   

上記方針に基づく具体的な品質管理方法、及びその妥当性を4．章以降で検討する。  

4．固型化材料等の流動性に関する品質管理方法   

（1）品質管理方法  

固型化材料等の流動性を所定の範囲に維持するための品質管理方法を以下に示す。  

①固型化材料等の流動性に影響を与える主要因子は、図－1に示すように、各原材料  

の品質、細骨材の粒径と含水率、各原材料の投入量、練り混ぜ方法、練り混ぜ後の  

経過時間、固型化材料等の温度がある。  

②各原材料の品質：品質の変動を小さくするため、JIS規格品又はこれに相当する  

ものを購入し、購入後、変質又は吸湿が生じないように保管する。なお、品質に関  

する記録については、セメント及び混和材料については購入の都度、細骨材につい  

ては種類、産地及び購入先を変更する都度採取するものとする。  

③細骨材の粒径と含水率：粒径は2．5mm以下、粗粒率（粒径分布を表す指標）は所定  

の流動性が得られる範囲とする。細骨材の含水率については、乾燥状態の細骨材を  

購入することにより管理することとする。  

④各原材料の投入量：計量器により投入量を管理する。なお、原則として、各計量器  

の計量誤差の相乗効果を考慮しても、固型化材料等の流動性が所定の範囲内となる  

ように管理する。  

⑤練り混ぜ方法：技術基準に従い、十分均質な練り混ぜを行うことのできる混練機を  

使用する。  

⑥練り混ぜ後の経過時間：流動性の変動が小さいことを事前に検査・確認した範囲内  

とする。  

⑦固型化材料等の温度：水の比熱は他の原材料よりも大きいことから、これが支配因  

子となる。流動性の変動が小さいことを事前に検査・確認した範囲内とするが、こ  
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れを超える場合は必要に応じて配合の修正を行う。  

（2）計量管理の許容誤差について  

上記④で示した各原材料の計量器に許容される計量誤差は、使用する原材料の種類等   

によっても相違するため、計量誤差の設定にあたっては固型化設備を導入する各発電所   

において流動性が目標値の範囲を満たすための計量誤差を確認しておくことが必要であ   

る。一例を添付－2に示す。  

5．硬化後強度に関する品質管理方法  

硬化後の圧縮強度は水／セメント比に対して最も依存し、文献等によると通常の固型  

化材料等にて水／セメント比を0．5としても、圧縮強度が約30MPa（300kgf／cm2）  

を下回ることはない（添付－3参照）。したがって、例えば、水／セメント比を0．45  

以下で配合を設定すれば、水及びセメントの計量誤差が1割程度変動しても、圧縮強度  

の管理幅である約30MPa（300kgf／cm2）以上は確保され、上記の流動性の管理範囲  

に十分包含される。  

硬化後の圧縮強度に関して流動性と独立する影響因子として、養生中の雰囲気温度が  

ある。すなわち、初期強度が発現する前に、凍結すると、圧縮強度として300kgf／c甘戸  

以上は確保されない可能性がある。建築学会JASS 5を参考にすると、20c以上で  

五日間以上養生すれば良い。  

6．参考：凍結条件  

固型化材料等が凝結に要する時間は、使用する原材料により依存するが、文献等から  

一例を示すと、養生温度20℃で約12～15時間程度である。  

すなわち、通常の室温条件では、一晩以上養生すれば、凝結は終了する。  

7． まとめ  

固型化工程での管理内容と管理頻度の考え方について整理したものを表－1に示す。  

特に、原材料の計量値は固型化バッチ毎に許容範囲内であることを確認することが適切  

である。また、固型化材料等の配合設計を変更した場合には、流動性及び硬化後強度に  

ついて確認することが適切である。  

一88－   



8．参考文献  
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清水建設研究所研究報告 昭和51年8月 第8号  

文献3：建築学会：JAS S 5  

以 上   
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保管方法  哀由  

水  フ  、                         ′  

品質＊2  

＊2スラッジ濃度   ‡3混和剤添加濃度が高い  

場合は影響が大きい  

混練機 
雷  】   

正・  ＝           ′－一 此  

混練  混練後の時  

‡3混和剤添加濃度が高い  

場合は影響が大きい  

保管エリア  F  

図－1固型化材料等の流動性及び硬化後強度に対する品質管理フロー  
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表－1 固型化工程の管理頻度  

固型化材料等の品質管理要領（充填固化体製作の場合）  

管理項目  

管理する内容   管理要領  

原材料の  ：設定値±2％以内  計量器の指示値  

計量値   による  

細骨材：設定値±3．5％以内  

混和剤：設定値±5％以内  

（一例、添付－2参照）  

計量器の  検査等による  

－－：トト▲   

置して確認する。  誤差   

計量器の  検査による  

静荷重  

誤差   

混練機の  

J ～   

性能   以下であること  

固型化材  Pロート流下時間が所定の範囲内で  検査による  

料等の流  

動性   

検査による                                                    固型化材  讐  

料等の硬   

化後強度  と  

－91－   



添付－1充填廃棄体の固型化材料等に係わる流動性について   

固体状廃棄物の固型化に当たって、告示に定める廃棄体の技術基準に適合させるために、  

固型化材料の流動性を以下のようにすることを考えている。  

1．固型化方法の考え方   

固体状の放射性廃棄物の固型化方法については、告示に次のように定めている。   

固型化に当たっては、あらかじめ均質に練混ぜた固型化材料若しくは固型化材料  

および混和材料を容器内の放射性廃棄物と一体となるように充填すること。   

この場合において、容器内に有害な空隙が残らないようにすること。   

すなわち、  

① 廃棄物の入った容器の固型化材料等を充填する方法で固型化すること  

② 廃棄物と一体となるように充填すること  

③ 有害な空隙が残らないようにすること  

を規定している。   

この様な、固体状のものにモルタルを充填して構造体とする一般的な工法としては、  

土木学会コンクリート標準示万苦に記載されているプレパックドコンクリート工法があ  

る0このプレパックド工法は、特定の粒度をもつ粗骨材を型枠に詰め、その空隙に流動  

性が大きいモルタルを注入して造るコンクリート工法である。   

告示に定める技術基準を満足させるために、固体状廃棄物の固型化に当たっては、こ  

の示万苦のプレパックド工法におけるモルタルの流動性等の規定を参考にし、固体状廃  

棄物に適合した固型化材料の流動性等の確保を図ることとした。  

2．プレパックドコンクリートの流動性   

示万苦においては、通常のプレパックドコンクリートの場合と高強度プレパックドコ   

ンクリートの場合におけるモルタルの流動性について、次のように記載している。  

（1）（通常）プレパックドコンクリートの場合   

①Pロートによる流下時間は16～20秒を標準とすること  
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②この流下時間は一般的な標準を示すものであって、この範囲に入らないモルタルで  

も注入が十分行える場合もある。  

③流下時間が15秒以下では品質の低いモルタルになりやすい。   

（2）高強度プレパックドコンクリートの場合  

①高強度プレパックドコンクリートとは、高性能減水剤を用いて流動性を改善させ、  

注入モルタルの水／セメント比を40％以下とすることにより強度を高くしたもの  

である。  

②Pロートによる流下時間は25～50秒にあるものを標準とする。  

③流下時間が20秒程度のモルタルで、材料分離が認められない場合は、これを使用  

してもよい。  

④流下時間が25秒以下の場合、材料分離する傾向にあり、50秒を超えると注入性  

が乏しくなる。  

これらの示万苦に示された各コンクリートの場合の流動性の記述を勘案し、固体状廃   

棄物の固型化に適用することとした。  

3．固体状廃棄物への適用   

示万苦に示すプレパックドコンクリートの流下時間を固体状廃棄物の充填に適用する   

にあたって、示方書の規定と充填廃棄体に要求される性能および、より流動性を確保す  

ることを考慮して固型化材料等のPロートの流下時間の目標を以下のように設定した。  

Pロートによる流下時間  
固型化材料等の種類  目標値  

上限値   下限値   

高性能減水剤を使用したもの＊2   50秒   16秒＊1   

上記以外   20秒   16秒＊i  

＊1下限値を超える場合は、材料分離が著しく超えないことを事前に確認する。   
‡2 高性能AE減水剤を含む。  

すなわち、高性能減水剤を使用したものに対しては、示万苦の高強度プレパックドコ  

ンクリートの25～50秒の規定に加え、16～24秒も許容できるとした。また、高   

性能減水剤を使用しないものに対しては、示万苦の通常のプレパックドコンクリートの   

16～20秒を適用した。その理由は以下の通りである。  
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（1）流下時間の上限値  

示万苦に記載されている上限値を超えると、固型化材料であるモルタルの注入性が  

低下し、良好な充填が出来なくなる可能性が高い。そのため、固体状廃棄物の固型化  

についても上限値は示万苦記載の通りとした。   

（2）流下時間の下限値  

高強度プレパックドコンクリートは高強度にするために、水／セメント比を40％  

以下としているが、充填廃棄体は高強度とする必要がないことから、必ずしも水／セ  

メント比を40％以下とする必要はない。このため、材料分離によるモルタルの品質  

低下のないことを確認することにより、流下時間を25秒より少なく設定できる。こ  

れは、示万苦に示す通常のプレパックドコンクリートと同じ性能を有するコンクリー  

トとなることを意味する。  

具体的には、高性能減水剤を使用したものは25～50秒の範囲に加え、通常のプ  

レパックドコンクリートの基準である16～20秒の範囲まで拡げることが可能であ  

る。  

高性能減水剤を使用しないものについては、15秒以下では材料分離の可能性が高  

いことから、示万苦の通常のプレパックドコンクリート工法通り16秒とした。  

4．水／セメント比と流下時間  

高性能減水剤を使用した場合のモルタルの流下時間を16～50秒に拡大しても問題  

のないことを示す試験を行った。  

試験では、高性能減水剤を添加し、使用した砂以外の条件をはぼ同一にして、水／セ  

メント比と流下時間の関係を調べた。試験の結果を参考図－1に示す。  

その結果、高性能減水剤を使用した場合、流下時間の値は水／セメント比に対して連  

続的につながっていること、流下時間が16秒程度では通常のプレパックドコンクリー   

トの領域に入るだけで材料の品質には特に問題は生じていないことを確認した。  

したがって、高性能減水剤の使用を前提とすると固体状廃棄物の固型化にあたっては、   

固型化材料の流下時間を16秒～50秒として管理しても問題ないといえる。  

また、示万苦にも記載されている通り、ここで示す流下時間の範囲は標準値であり、  

通常の運用では、概ね範囲内にあることを管理することが適切である。  
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5．流動性以外に示万苦から参考にすべき因子  

固型化材料等の充填性に関して、固型化材料等の流動性以外に、標準示万苦のプレパ  

ックドコンクリートから参考にするべき因子を以下に示す。  

（1）セメントの品質  

JIS規格のセメントとすること。  

（2）骨材の品質  

粒径を2．5mm以下とする。   

粗粒率は、示万苦では、1．4～2．2の範囲とすることとされているが、これの理由   

である材料分離の防止や適切な水／セメント比の設定を別途考慮すれば、特にこの範  

囲に限定する必要はないと考える。  

（3）固体状廃棄物の形状  

切断により15mm以下のものを多量に発生させないこと。  

示万苦では、プレパックドコンクリートの充填対象である粗骨材の粒径を15mm以  

上とすることが記載されているため、これを参考にする。なお、元々の固体状廃棄物  

の寸法は大部分が15mm以上なので、処理の際に留意すれば良いと考える。  

（4）水の品質   

示万苦のプレパックドコンクリートでは、特に水の品質については記述されていな   

いが、使用する原材料の前提として、水道水程度の水質とし、スラッジ固形分を含ま  

ない上澄水とすることが適切と考える。  

（5）固型化材料等の注入方法  

固体状廃棄物の充填とプレパックドコンクリートを比較すると、以下の点で前者の  

方が注入し易い状況にある。  

・後者の注入規模が大幅に大きいこと  

・注入対象（固体状廃棄物／粗骨材）の間隙が、後者の万が一般に小さいこと。  

・後者の工法は一般に水中で行われるため、注入中に粗骨材の間隙水を押し出す必  
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要があること。  

以上より、固型化材料等の注入方法は、プレパックドコンクリート工法に敢えて従   

う必要はなく、別途試験等により確認することを前提に、充填廃棄体の製作の観点か   

ら、合理的な方法（上部注入、注入速度）を採用することができると考えられる。  
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添付－2 固型化材料の計量管理について   

1． はじめに  

固型化材料の各原材料の計量器に許容される計量誤差は、使用する原材料の種類等に  

よっても相違するため、固型化設備を導入する各発電所において流動性が目標値の範囲  

を満たすための計量誤差の範囲をあらかじめ設定しておく必要がある。ここでは一般的  

な固型化材料等を用いる充填固化体の固型化設備を想定し、計量誤差の与える影響につ  

いて検討した。  

2．各原材料の計量誤差による影響  

固型化材料等に使用する各原材料の計量誤差が変動した場合の流動性への影響（流動  

性が減少すると、Pロート流下時間は増加する）をまとめると以下の通りである。  

原材料の種類   流動性への影響傾向   参考図   

水   計量値が増加⇒水／セメント比が増加⇒流下時間が減少  参考図－1   

セメント   計量値が増加⇒水／セメント比が減少⇒流下時間が増加  参考図－1   

細骨材   計量値が増加弓＞砂／セメント比が増加⇒流下時間が増加  参考図－2   

混和材料  計量値が増加⇒混和材料の濃度が増加⇒流下時間が減少  参考図－3   

3．計量誤差の複合効果  

各原材料の計量誤差の複合効果による影響を確認した。確認に当たっては、以下の①  

～③に示すような条件を一例として設定した。  

①各原材料の配合比：固型化材料等のPロート流下時間が26秒程度となるような配合  

とした。ここで検討の対象とした固型化材料等は以下の通りである。  

原材料   種  類   配合比‡1   

水   上水道水   ′一〉0．41   

セメント   普通ボルトランドセメント（JIS規格品）  

細骨材   珪砂（乾燥状態、粒径＜2．5mm、粗粒率2．0）  ～0．8   

混和剤   ナフタリン系高性能減水剤＊2   ～0．0 0 9   

＊1セメントを1となるようにした場合の重量比  
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②各計量器の計量誤差：次の範囲内となるように仮定した。   

水：±2％、セメント：±3．5％、細骨材：±3．5％、混和剤：±5％  

③試験条件：混練器：JISR5201に規定される自動公転式モルタルミキサ  

混練時間：3分、水の温度：200c   

標準条件及び各原材料の計量誤差の複合効果が最も大きく働く場合の試験を行った。  

結果は以下の通り流下時間の目標範囲である16～50秒に入っている。したがって、  

本条件であれば②に示す計量誤差が許容範囲として設定できることになる。  

計量誤差  Pロート  

条 件  流下時間  

水   セメント  細骨材  混和剤   〔秒〕  

標準条件   0％   0％   0％   0％   26．4   

流下時間が最大となる条件  －2％  ＋3．5％  ＋3．5％   －5％   48．7   

流下時間が最小となる条件   ＋2％  －3．5％  －3．5％   ＋5％   16．9   

以 上  

－98－   



史
商
機
G
臣
皆
卜
鴬
 
 

刃
瑚
誰
場
長
e
貢
害
駕
 
C
－
函
瀬
倫
 
 

朝
貢
裔
尉
Q
霞
室
賀
 
 

（
「
（
蜜
牒
機
器
せ
国
母
鳴
）
レ
二
C
〓
垂
悪
監
覇
せ
鷹
嘩
旺
な
或
蜜
燃
憾
剖
衰
肇
ミ
て
ユ
璽
」
．
－
阜
∧
平
準
拗
紫
野
薫
叶
畦
Y
溺
国
益
 
町
卜
相
異
憧
計
‥
額
吾
 
 

堰
革
鰍
‥
○
 
 

l
占
－
 
 （

「
寧
琴
㌣
霊
誓
一
翼
H
岩
e
エ
ー
r
l
阜
∧
∩
じ
小
ト
て
ユ
ト
」
 
軸
辟
蹴
昏
怒
群
落
畠
磯
煮
輿
 
町
の
廿
「
S
岸
璧
‥
額
玉
）
 
 

の
L
N
－
（
ヨ
エ
∧
ヽ
睾
＼
素
）
＼
の
の
N
＝
哩
潔
璧
出
‥
墨
壷
桝
 
 

0
1
 
 

の  くヾ  く＞  の  

（頑）胞軸⊥撃  

墜
琵
e
臣
皆
卜
鴬
刃
ヨ
エ
∧
下
平
＼
台
 
N
－
区
紺
渦
 
 

祁
扁
顔
観
e
ゴ
エ
∧
ヽ
単
＼
愈
 
 

軍  3  3  

（硝）剋軸⊥登  

○
寸
 
 

〇
O
d
 
 

∽
〇
．
〇
 
 

O
r
O
 
 

墜
琵
e
臣
皆
卜
翼
刃
ヨ
エ
∧
ヽ
単
＼
雫
 
L
－
区
紺
抱
 
 

佃
哀
願
観
e
出
エ
∧
ヽ
睾
＼
雫
 
 

頂
〇
．
〇
－
 
 

O
r
O
－
 
 

（硝）醜憧むL墜   



添付－3  水／セメント比と圧縮強度の関係  

N
2
0
＼
如
上
 
嘩
悪
豊
出
 
 

0．3  0．35  0．4  0．45  0．5  0．55  0．6  0．65  

水／セメント比  

●：実験点  

（出典：平成8年7月 財団法人原子力環境整備センター、  

「低レベル放射性廃棄物処分用廃棄体製作技術について（各種固体状廃棄物）」）  

文献式：圧縮強度＝298／（水／セメント比）－218   

（出典：昭和51年8月 清水建設研究所研究報告  

「プレパックドコンクリートの施工法に関する研究」）  
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Appendix－3  

高周波溶融処理の性能管理に関する検討  

1．はじめに  

高周波誘導加熱方式による溶融処理の性能管理方法について、以下に検討した。  

2．廃棄物の調整：難溶融物／無機廃棄物、難溶融物／溶融助剤の混合割合   

本章は、難溶融物の固体状廃棄物と無機廃棄物及び溶融助剤との混合溶融条件の投定   

について検討した。  

2．1条件設定の考え方  

混合溶融条件は、以下の順序で設定した。  

①状態図を用いた混合割合の設定  

②小規模試験での条件の確認と絞り込み  

③実規模大試験での条件の確認  

ここで、小規模の試験では溶融体のサイズほ以下の通りである。  

・小規模試験：直径45mm、高さ数10mm  

・実規模試験：直径480mm、高さ数600mm  

運転温度はいずれの条件でも、15000cとし、溶融後の温度保持時間は小規模試験で  

1時間、実規模大試験で30分とした。  

また、小規模試験では装置の構造上の制約から、加熱開始前に試料全量をキャニス  

タにセットし、実規模試験では溶融しながらキャニスタに追加して投入した。追加投  

入では、難溶融物と保温材または溶融助剤を交互に投入した。  

2．2 雑固体廃棄物との混合溶融試験   

（1）状態図を用いた混合割合の推定  

混合する雑固体廃棄物は、ケイ酸カルシウム保温材を用いた。難溶融物との混合割  

合は、保温材の成分の大部分を占めるSiO2、CaO、Al203の状態図を基にして、融点  

が15000cとなる割合を求めた。混合割合の推定に用いた状態図の例として、土砂＋保  

温材の場合を図2－1に示す。  
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求めた保温材の混合割合は、土砂で60wt％、セラミックフィルターで数wt％であっ   

た。  

なお、セラミックフィルターでは構成校子を溶場で包み込む方法で溶融するため、   

実際には保温材の混合割合が更に多いと予想された。  

（2）小規模試験  

①条件  

土砂と保温材の混合割合は状態図から求めた値を基にして、また、セラミックフ  

ィルターと保温材の混合割合は保温材20wt％を起点として表2－1に示す条件とし  

た。また、難溶融物はセラミック層を形成するのでセラミック層を観察しやすくす  

るように、金属層は全体の約1割の体積を占めるように作製した。  

②結果  

土砂の場合、保温材の混合割合60wt％以上であれば、溶け残りなく溶融したこと  

を確認した。これは状態図を用いた混合割合の推定結果と一致した。  

セラミックフィルターの場合、保温材の混合割合4伽t％以上であれば、溶け残り  

なく溶融したことを確認した。  

（3）実規模試験  

①条件  

土砂と保温材の混合割合は小規模試験の結果を基にして、保温材の混合割合60wt  

％とした。参考として40wt％についても確認した。  

セラミックフィルターと保温材の混合割合は小規模試験の結果を基にして保温材  

の混合割合40wt％について確認を行った。  

土砂、セラミックフィルターとも、小規模試験と同様の考えで、金属層は全体の  

約1割の体積を占めるように作製した。  

②結果  

土砂について、外観上溶け残りが認められなかった。またセラミック層から（上、  

中、下）×（外周部、中間部、中心部）の9個所をサンプリングし、Si濃度の変   

動係数を評価したところ、表2－2に示す通り、変動係数が小さく、均一であった。  

これらのことから、土砂の混合割合として、土砂40wt％、保温材6伽t％は適切と  
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考えた。  

セラミックフィルターについても外観上溶け残りは認められず、Si濃度の変動   

係数は表2－3に示す通り、小さく均一であった。  

（4）混合割合の設定  

試験結果から、以下の値を設定した。  

①無機廃棄物／土砂は1．5以上（重量割合60／40以上）  

②無機廃棄物／セラミックフィルターは0．67以上（重量割合40／60以上）  

2．3 溶融助剤との混合溶融試験   

（1）状態図を用いた混合割合の推定  

溶融助剤には、容易に入手可能であり、取扱いも容易なNa2B407及びCaO（50wt％）  

＋Na20（50w％）の2種類を用いた。  

溶融助剤の混合割合を状態図を用いて融点が、15000cとなる点として推定した結果  

は以下の通りであった。用いた状態図の系を併記する。  

①土砂90wt％以上、Na2B40710wt％以下   ：SiO2－B203－Na20系  

②土砂82．6wt％以上、CaO＋Na2017．4wt％：SiO2－CaO－Na20 系  

③セラミックフィルター89wt％、Na2B40711wt％  ：SiO2－A1203－B203系  

③セラミックフィルター94wt％、CaO＋Na20 6wt％ ：SiO2－Al203－CaO系  

（2）小規模試験  

①条件  

混合割合は状態図から求めた値を基にして、表2－4に示す条件とした。  

②結果  

断面を観察した結果、以下の条件では溶融可能であることを確認した。  

①土砂 9伽t％、Na2B40710wt％  

②土砂 70wt％、CaO＋Na20 30wt％  

③セラミックフィルター 70wt％、Na2B4073伽t％  

③セラミックフィルター 60wt％以下、CaO＋Na20 40wt％以上  

土砂の場合には状態図による推定結果とおおむね一致し、セラミックフィルター  
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の場合には助剤の混合割合が大きな結果であった。これはセラミックフィルターの   

場合には構成粒子を溶湯で包み込む必要があるためと考えられる。  

なお、CaO＋Ⅳa20はNa2B沌Tに対して混合割合が多いためメリットが無いと判断   

し、助剤としての適用を行わないこととした。  

（3）実規模試験  

①条件  

土砂とⅣa2B407の混合割合は、小規模試験の結果を基にして、Ⅳa2B407の混合割  

合10wt％とした。またセラミックフィルターとNa2B407の混合割合は、30wt％とし  

た。土砂、セラミックフィルターとも、金属層が全体の約1割を占めるように作製  

した。  

②結果  

土砂について、外観上溶け残りが認められなかった。またセラミック層から（上、  

中、下）×（外周部、中間部、中心部）の9箇所をサンプリングし、Si濃度の変  

動係数を評価した結果、表2－5に示す通り、変動係数が小さく均一であった。セ  

ラミックフィルターについても、外観上溶け残りは認められず、Siの分布状況も  

変動係数が小さく、均一であった。  

これらのことから、土砂の混合割合として、土砂90wt％、Na2B4071伽t％、セラ  

ミックフィルターの混合割合として、セラミックフィルター70wt％、Na2B40730wt  

％は適切と考えた。  

（4）混合割合の設定  

試験結果を基に、難溶融物とⅣa2B407 との混合割合を設定した。  

①Na2日407／土砂は0．11以上（重量割合10／90以上）  

②Na2B407／セラミックフィルターは0．43以上（重量割合30／70以上）  

以上、難溶融物と雉固体廃棄物または溶融助剤との混合溶融条件をまとめ、表2－   

6に示す。  
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図2－1SiO2岬A1203－CaO系状態図（土砂＋保温材混合溶融の場合）  
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表2－1難溶融物の保温材混合溶融試験条件  

難溶融物   スケール   保温材混合割合（机％）   

60  
土 砂   小規模   

70  

実規模   

20  

小規模  30  
セラミックフィルター  

実規模   

表2－2 Si濃度の変動係数（土砂）  

混合割合（wt％）  

変動係数（％）   

土 砂   保温材   

40   60   0．25   

表2－3 Si濃度の変動係数（セラミックフィルター）  

混合割合（雨％）  

変動係数（％）   

セラミックフィルター   保温材   

60   40   0．32   
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表2－4 難溶融物の溶融助剤との混合溶融試験条件  

難溶融物   溶融助剤   スケール  助剤混合割合（両％）   

小規模   5  

Na2B407  10  

土 砂  実規模大   

17．4  
CaO＋Ⅳa20  小規模  

30   

小規模   

セラミックフィルター   Ⅳa2B407  30  
40  

実規模大   30  

CaO＋Na20  小規模   20  
40   

表2－5 難溶融物＋Na2B407溶融体のSi濃度の変動係数  

難溶融物   変動係数（％）   

土 砂   0．89   

セラミックフィルター   0．78   

表2－6 難溶融物の混合条件  

難溶融剤   雑固体廃棄物   

土 砂   Na2B407／土砂混合比は   無機廃棄物／土砂混合比は  

0．11（10／90）以上   1．5（60／40）以上   

セラミックフィルター  Na2B407／セラミックフィルター混合比は  無機廃棄物／セラミックフィルター混合  

0．43（30／70）以上   比は 0．67（40／60）以上   
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3．廃棄物の調整：塊状アルミニウム／鉄系金属の混合割合  

アルミニウムは、高pHの環境における腐食によって水素ガスを発生する事が知られ   

ている。しかしながら、固体状廃棄物として発生するアルミニウムについては、金属廃   

棄物である鉄と混合し溶融処理することでガス発生を抑制する効果が認められる。   

本章は、固体状廃棄物の溶融処理を行う場合のアルミニウムの混合割合について検討   

した。  

3．1 アルミニウム含有率とガス発生   

（1）鉄アルミ合金の組織  

鉄とアルミニウムの2元素状態図を図3－1に示す。状態図から、アルミニウム混   

合率と組織の関係を表3－1に示す。  

組織からは、アルミニウム混合率34wt％までの合金は、鉄主体の母相と考えられ   

る。また、34wt％から48wt％の合金は、金属問化合物であるFeA12を含む母相と   

なっている。48wt％以上では、基本的に鉄とアルミニウムの金属問化合物であり、  

62wt％以上ではアルミニウム主体の母相となっている。  

（2）鉄アルミの合金の組織と自然浸潰電位   

金属の腐食のし易さば溶液中の自然浸漬電位に現れるが、合金を考えた場合、より   

電位が貴な金属に卑な金属を添加していくと、電位は貴な金属の電位で推移し、金属   

問化合物が生じる近辺で電位が卑な方向に移行することが知られている1）。鉄はアル   

ミニウム含有率34wt％までは鉄と同様の腐食挙動を示す。   

図3－2に、セメント平行水中における鉄アルミ合金の自然浸潰電位の測定結果を   

示す。アルミニウム含有率が、40wt％までは電位が鉄と同じであることを確認した。   

したがって、アルミニウム含有率が40wt％以下の範囲ではガス発生挙動は鉄と同   

等と考えられる。これは、この含有率付近で電位の変化が生じるものの、40wt％で   

は鉄の影響が大きいことが考えられる。  

金属間化合物やアルミニウムの影響が大きくなる60wt％、80wt％では、アルミ   

ニウム単体の電位に近づき、腐食によるガス発生挙動もアルミニウムに近いものとな   

る。  
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（3）アルミニウム含有率とガス発生   

以上の検討の結果、アルニニウム含有率4伽t％までは、鉄と同等レベルのガス発生  

挙動を示す。  

3．2 HEPAフィルター溶融時のアルミニウムセパレーターの挙動   

ここでは、HEPAフィルターを溶融処理した場合に、セパレータとして含まれる薄  

膜状のアルミニウムの挙動を述べる。  

（1）溶湯中でのアルミニウム挙動   

溶湯に投入されたアルミニウムは、まずセラミック層溶湯に浸漬した形となる。   

この時、まず溶湯中では溶湯に多く含まれるSiとAゼの酸化反応のうち、生じ易い  

反応が優先的に生じる。  

（1）  Si＋02 →SiO2  

4／3Aゼ＋02→2／3Aゼ20。  （2）  

15000cにおける、（1）の生成自由エネルギーは－5．91×105（J／mol）、（2）の生成自由  

エネルギーは－7．36×105（J／mol）であるので、溶湯の温度である1500℃付近では、  

アルニミウムの酸化反応が優先的に生じることがわかる。これは金属層の成分である   

F eに対しても同様である。   

したがって、アルミニウムは基本的には酸化されてセラミック層に含まれることが   

わかる。   

ただし、塊状のアルミニウムについては、溶湯への投入時に金属溶湯に含まれ、全  

量の酸化に至る前に合金化して金属層に含まれる場合がある。  

（2）試験  

HEPAフィルターに含まれる薄膜状のアルミニウムセパレーターが、溶融時に酸   

化されセラミック層に含まれることを確認するために、下記の模擬廃棄物を実規模大   

高周波溶融試験装置で溶融し溶融体を製作した。なお、運転温度は1500℃、温度保持  

時間は30分とした。  

・炭素鋼  ：135kg   

・ケイ酸カルシウム系保温材：154kg  
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・HEPAフィルター   ：67kg（4個。金枠40kg、セパレータ11．4kg  

メディア5．6kg、他シーラント、ガスケット）  

この場合、アルミニウム重量は11．4kgである。  

ここで、アルミニウムがすべて金属層に含まれた場合の金属層中のAゼ濃度は約6   

wt％となる。  

また、アルミニウムがすべて酸化されてセラミック層に含まれた場合のセラミック   

層中のAB20。濃度は、約18wt％である。但し、保温材やHEPAフィルターメデ   

ィアの化学組成に数％の変動がある。  

作製した溶融体について、金属層及びセラミック層のアルミニウム含有量を測定し   

た。結果を表3－1、表3－2に示す。  

測定結果から、金属層へのHEPAセパレーターのアルミニウム移行割合は0．015   

％であり、また、セラミック層中のAゼのAゼ20こミ換算濃度は約1紬t％であり、予   

想される値とはぼ一致した。  

（3）まとめ  

アルミニウムセパレーターを含むHEPAフィルターを溶融した場合、平衡論的に  

はアルミニウムは酸化されてセラミック層に含まれること、また実規模大試験装置を  

用いた試験においては金属層へのアルミニウムの移行は0．015％とわずかであり、セ  

ラミック層に含まれていることを確認した。  

したがって、HEPAフィルターを溶融処理した場合、アルミニウムセパレーター  

は酸化してセラミック層に含まれ、金属層には含まれないことを確認した。  

3．3 アルミニウムの混合割合  

以上の検討から、固体状廃棄物の溶融処理においては、鉄に対するアルミニウムの  

混合割合を40wt％以下と設定した。  

（参考文献）   

1）腐食科学と防食技術、伊藤伍郎、コロナ社（1979）  

以 上   
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表3－1 金属層中のアルミニウム濃度と金属層への移行割合  

中央、上部  中央、上部  中央、上部  中央、上部   

Aゼ濃度  0．001wt％  0．001wt％  0．001wt％  0．001wt％   

金属層重量   175kg   

Aゼ重量   1．75kg（0．001wt％×175kg÷100）   

金属層への  0．015 ％   

移行割合  

表3－2 セラミック層中のAゼ20：ち濃度  

中央、上  中央、中  中央、下  周辺、上  周辺、中  周辺、下  

部   部   部   部   部   部   

Aゼ203  19．1wt％  18．6wt％  18．5wt％  18．5wt％  18．9wt％  18．8wt％   
濃度  
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4．運転管理：溶融処理の運転温度   

本章は、高周波誘導加熱方式による溶融処理の運転温度について述べるものである。  

4．1雑固体廃棄物の融点  

発電所から発生する経国体廃棄物の融点を表4－1に示す。セラミックフィルター、   

土砂といった難溶融物以外の廃棄物の融点は、15000c程度以下である。したがって、   

運転温度は1500℃を含む範囲で設定することが妥当と考えられる。  

4．2 運転温度設定の考え方  

廃棄物を溶融処理して作製した溶融体は、金属層とセラミック層で形成され、各層   

の核種分布は均一である。したがって、運転温度は各層が均一がである事を確認した   

温度以上とした。  

また、溶融処理を行った場合、廃棄物中に含まれたCs－137は一部が揮発するが、廃   

棄体の非破壊による放射能測定を行う場合、その揮発率が一定以上の値である辛が望   

ましい。したがって、Cs－137の残存率が比較的安定した温度範囲を基に運転温度の上   

限値を設定した。  

4．3 核種分布の均一性  

核種分布の均一性に関して、実規模大の試験装置を用いてコールドトレーサーを用   

いた試験を実施した。試験条件を表4－2に示す。なお、トレーサーには、溶融体の   

金属層に分布する核種としてコバルト、セラミック層に分布する核種としてセシウム   

を用いた。  

分布の均一性は、作製した溶融体の金属層のセラミック層からそれぞれ9個所をサ   

ンプリングしてトレーサー濃度の変動係数で確認した。サンプリング箇所と、変動係   

数の定義は以下の通りである。   

・サンプリング箇所：（上部、中部、下部）×（外周部、中間部、中心部）   

・変動係数（％）：（9ヵ所のトレーサー濃度の標準偏差）／（9箇所のトレー  

サー濃度の平均値）×100  

試験結果を表4－3に示す。試験の結果、運転温度14500cから1550℃におけるトレ   

ーサー濃度の変動係数は数％以下であり、均一性が高く溶融されている事を確認した。  
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したがって、運転温度14500c以上で均一性の高い溶融体を得られる事を確認した。  

4．4 セシウムの残存率  

セシウムの残存率については、以下の3つの試験を実施した。試験条件をまとめて  

表4－4に示す。また、試験で得たセシウムの残存率の測定結果を表4－5に示す。  

なお、得られた試験結果から、運転温度以外の条件の合ったものを図4－1に示す。  

・RIを用いたラボスケール試験  

・コールド実規模大試験  

・実廃棄物を用いたラボスケール試験  

試験の結果より得たセシウムの残存率は、運転温度15500c以下の範囲で50％以上の  

値で安定したものであった。  

したがって、運転温度を15500c以下でセシウムの残存率が50％以上に安定した溶融  

体を得られることを確認した。  

4．5 運転温度範囲の設定  

以上の溶融体中の核種濃度の均一性及びセシウムの残存率の観点から、以下の運転  

温度範囲を設定した。  

・運転温度：1450℃以上、1550℃以下  
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図4－1セシウム残存率の温度依存性  

（温度以外の条件の比較的揃ったものを記載）  

表4－1社団体廃棄物の融点  

分  類   物  融  点（℃）   

炭素鋼、ステンレス鋼   約1400～約1500  

金属  

アルミニウム   660   

保温材類   ケイ酸カルシウム、グラウー  約700～1500   

ル等  

フィルタ類   ラフフィルター、HEPAフ  約700   

イルター、バグフィルター等  

コンクリート   約1350  

コンクリート、ガラス類  

ガラス   約600～900   

セラミックフィルタ   ＞2700  
その他  

土砂   約1700   
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表4－2 核種分布の均一性に関する試験条件  

項  目   条  件   

運転温度   1450～1550℃   

温度保持時間り   15～30分   

模擬廃棄物   炭素鋼、保温材   

金属層／セラミック層体積比   5／5   

トレーサー   Co、Cs   

＊1廃棄物溶融（最終の廃棄物投入）後の温度保持時間  

表4－3 トレーサー濃度の変動係数  

ト レ ー サ ー   変 動 係 数（％）   

コバルト（金属層）   0．7・－2．5   

セシウム（セラミック層）   0．1～3．8   

表4－4 セシウムの残存率に関する試験条件  

項  目   条  件   

運転温度   1450・｝15500c   

温度保持時間■1   15分～2時間   

金属層／セラミック層体積比   1／9～9／1   

模擬廃棄物  炭素鋼、保温材（一部コンクリート）   

（RIを用いた試験、コールド試験）  

HEPAフィルターメディア  

廃棄物（実廃棄物を用いた試験）  

SUS製溶液サンプリングチューブ   

‡1廃棄物溶融（最終の廃棄物投入）後の温度保持時間  
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表4－5 セシウムの残存率測定結果  

試験方法   RIを用いた   コールド実模擬大   実廃棄物を用いた  

ラボスケール試験   試験   ラボスケール試験   

残存率（％）   55～96●1   51～56   

‡1コンクリートの場合  
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5．運転管理：溶融処理の運転時問   

本章は、高周波誘導加熱方式による溶融処理の運転時間について述べるものである。  

5．1運転時問の考え方  

高周波誘導加熱方式による溶融処理においては、廃棄物をキャニスタ申に一度に投   

入するのではなく、溶融を継続しながら追加投入を行う。したがって、溶融中の溶湯   

の表面には加熱中の廃棄物で覆われ温度も低い状態にある。  

したがって、溶融体の均一性、あるいはセシウムの残存率を確保する観点からは、  

廃棄物の追加投入を行っている時間は影響が無く、廃棄物の投入が終了してからの温  

度保持時間を設定することが必要である。  

5．2 温度保持時間設定の考え方  

廃棄物を溶融処理して作製した溶融体は、金属層とセラミック層で形成され、各層  

の核種分布は均一である。したがって、温度保持時間は各層が均一であることを確認  

した時間以上とした。  

また、溶融処理を行った場合、廃棄物中に含まれたCs－137は一部が揮発するが、廃  

棄体の非破壊による放射能測定を行う場合、その揮発率が一定以上の値であることが  

望ましい。したがって、Cs－137の残存率が比較的安定した温度保持時間の範囲から上  

限を設定した。  

5．3 核種分布の均一性  

核積分布の均一性に関して、実規模大の試験装置を用いてコールドトレーサーを用  

いた試験を実施した。試験条件を表5－1に示す。なお、トレーサーには、溶融体の  

金属層に分布する核種としてコバルト、セラミック層に分布する核種としてセシウム  

を用いた。  

分布の均一性は、作製した溶融体の金属層とセラミック層からそれぞれ9個所をサ  

ンプリングしてトレーサー濃度の変動係数で確認した。サンプリング箇所と、変動係  

数の定義は以下の通りである。  

・サンプリング箇所：（上部、中部、下部）×（外周部、中間部、中心部）  
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・変動係数（％）＝（9箇所のトレーサー濃度の標準偏差）／（9箇所のトレーサ  

ー濃度の平均値）×100  

試験結果を表5－2に示す。試験の結果、温度保持時間15分以上におけるトレーサ   

ー濃度の変動係数は数％以下であり、均一性が高く溶融されていることを確認した。  

したがって、温度保持時間は15分以上で均一性の高い溶融体を得られることを確認   

した。  

5．4 セシウムの残存率  

セシウムの残存率については、以下の2つの試験を実施した。試験条件をまとめて  

表5－3に示す。また、試験で得たセシウムの残存率の測定結果を図5－1、表5－  

4に示す。  

・RIを用いたラボスケール試験  

・コールド実規模大試験  

試験の結果得たセシウムの残存率は、温度保持時間2時間以内の範囲で50％以上の  

値で安定したものであった。  

したがって、温度保持時間2時間以内でCsの残存率が50％以上に安定した溶融体  

を得られることを確認した。  

5．5 温度保持時間範囲の設定  

以上の、溶融体中の核種濃度の均一性及びセシウムの残存率の観点から以下の廃棄  

物投入終了後の温度保持時間範囲を設定した。  

・温度保持時間：15分以上、2時間以内  
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1  

温度保持時間（h）  

図5－1セシウム残存率の温度保持時間依存性  

表5－1核種分布の均一性に関する試験条件  

項  目   条  件   

運転温度   1500℃   

温度保持時間●1   15～90分   

模擬廃棄物   炭素鋼、保温材   

金属層／セラミック層休横比   5／5   

トレーサー   Co, Csss 

‡1廃棄物溶融（最終の廃棄物投入）後の温度保持時間  

表5－2 トレーサー濃度の変動係数  

ト レ ー サ ー   変 動 係 数（％）   

コバルト（金属層）   0．6′、一2．5   

セシウム（セラミック層）   2．3～3．8   

－119一   



表5－3 セシウムの残存率に関する試験条件  

項  目   条  件   

運転温度   15000c   

温度保持時間◆1   15分～2時間   

金属層／セラミック層体積比   5／5   

模擬廃棄物   炭素鋼、保温材   

‡1廃棄物溶融（最終の廃棄物投入）後の温度保持時間  

表5－4 セシウムの残存率測定結果  

試験方法   RIを用いたラボスケール試験   コールド実模擬大試験   

残存率（％）   55．8・－70．0   51．1・－55．6   
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6．溶融処理の金属、無機物混合割合  

本章は、高周波誘導加熱方式による溶融処理の、金属、無機物混合割合について述べ  

るものである。  

6．1金属、無機物混合割合の考え方  

高周波誘導加熱方式による溶融処理においては、廃棄物を内容積130リットルのキャニ  

スタ内で溶融↓、金属層とセラミック層の2層構造から成る約100リッ川程度の溶融体  

とする。  

放射能測定上重要なCo－60及びCs－137は、Co－60は金属層にCs－137はセラミック層  

に分布1）2）8〉することが知られており、核種分布を安定にする上で、金属層とセラミ  

ック層の両層が存在することが必要である。また、放射能測定の精度の観点からは、  

各層が各々全体の1割以上の体積を持つことが望ましいと考えられる。  

したがって、金属と無機物の混合割合は、各層がおのおの13リッ川以上の体積を持つ  

こととして設定した。  

6．2 混合割合設定の考え方  

溶融した廃棄物の体積を評価する上では、必要な休積を、廃棄物の溶融時の密度を  

基に重量に換算して用いることが理解し易いと考えられる。  

金属層は炭素鋼、ステンレス鋼等から形成され、これらの密度は最大で8kg／cdあ  

るので、131州ルの金属層を得るための重量は104kgである。したがって、金属廃棄物  

の混合重量は、105kg以上とした。なお、鉄系金属以外の金属廃棄物にはアルミニウ  

ム等があるが、アルミニウムの密度は鉄系金属に比べて低く、重畳当たりの体積が大  

きいことから問題とはならない。  

セラミック層は無機廃棄物から形成され、その溶融時の密度を化学組成を基に計  

算4）すると表6－1の様な値が得られる。また、測定によっても同程度の値を確認し  

ている。このことから、セラミック層の密度は大きい場合には3kg／cIゴ程度とみなす  

事ができる。この場合、13リッ川の体積を得るための無機廃棄物の重量は39kgであるの  

で、無機廃棄物の混合重量は40kg以上とした。  
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6．3 混合割合範囲の設定  

以上の考え方で、溶融休作製時の炭素鋼等の金属廃棄物と保温材等の無機廃棄物の   

混合割合を設定した。  

・混合割合：金属廃棄物：105kg以上、無機廃棄物40kg以上  

表6－1セラミック層を構成した場合の密度（計算値）  

分  類   名   密度算定結果（g／cm8）   

フィルター類  ラフフィルター、HEPA  2．46・－2．49   
フィルター、バグフィルター  

珪酸カルシウム保温材   2．71・－2．86  

保温材類  
ロックウール   2．65  

グラスウール   2．47・－2．55  

石綿保温材   2．50～2．65   

コンクリート・  2．57～2．72  
ガラス類   

ガラス（板ガラス、蛍光灯）   2．38～2．45   

（参考文献）  

1）中村、金沢、他、”放射性金属の溶融基礎試験”、Journalof the RANDEC，No．9，41  

－50，1993   

2）M．Osaki，S．Yoshii，”Behavior of radionuclides during the melting of non－COmbus  

tible solid waste”，Scientific Basis for Nuclear Waste Management，595－600，1  

982   

3）m．Obata‥T．Teshima”Radionuclides behaviorin melting process andits produc  

ts of non－COmbustible waste byinduction heat melting”，1995InternationalC  

onference on Nuclear Waste Management and EnvironmentalRemediation，Vol．2，1  

07ト1076，1995   

4）ガラス工学、成瀬 省、共立出版株式会社（1958）  
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Appendix－4  

廃棄体の残存空隙に関する検討  

1．はじめに  

ここでは、充填固化体の固型化方法について均質・均一固化体との比較を踏まえて  

整理し、充填固化体内部に残存する空隙量の評価結果等に基づき、個々の廃棄体に対  

する「有害な空隙」の考え方について検討した。  

2．残存空隙低減の観点からの固型化方法について  

充填固化体については、以下のような固型化を行うことにより、空隙を低減するこ  

とができると考える。  

（1）上部空隙  

固型化材料等の充填レベルを管理できる範囲で、上部空隙をできる限り低減する。  

具体的には、上部空隙が5％程度となるように固型化材料等の注入レベルを設定し、  

養生終了後でも、上部空隙が約10％以下であることを管理する。  

（2）内部空隙  

固型化材料等の流動性と注入速度を適切に設定することで廃棄物間の空隙を低減  

する。また、廃棄物の滅容や収納効率の向上を目指して行う廃棄物の切断、圧縮、  

溶融処理を行うことにより廃棄物内の空隙は更に低減される。  

「均質・均一固化体」と「充填固化体」について、残存空隙の観点から固型化方法   

を比較したものについて表－1に示す。表－1より廃棄体の残存空隙について、以下  

のような特徴があることが分かる。  

・上部空隙については、その量について直接管理できる。  

・内部空隙については、均質・均一固化体の場合には「均質な練り混ぜ、又は均質  

な混合」、充填固化体の場合には基本的に「一体となるように充填」を行えるよ  

うに管理することで低減される（均質・均一固化体の場合には明らかに空隙が残  

らなくなり、充填固化体の場合は後述のように評価される）。  

ちなみに、均質・均一固化体では、既に廃棄体が製作されていたため、安全評価の   

前提とした平均で30％の上部空隙に基づいて、これを超えないものは少なくとも  

「有害な空隙」に当たらないと解釈されている。  
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3．充填固化体の残存空隙評価   

3．1 廃棄物問空隙  

「一体となるような充填」が達成されていることを確認するために、廃棄物問空隙が   

極端に狭くなるような以下の2つのケースについて、廃棄物問空隙の残存量を評価した。  

①小口径配管のみを容器に収納  

②小粒径の塊状廃棄物のみを容器に収納  

評価方法及び評価結果を添付－1に示す。添付－1より廃棄物間空隙が極端に狭くな   

る条件である①及び②のケースでも廃棄物問空隙の残存空隙率は7％未満となっている。   

また、一般的な収納方法では、上記収納条件より廃棄物問空隙が広くなり、残存空隙率   

はより小さくなると期待される。したがって、廃棄物の形状及び収納条件によらず、廃   

棄体1体毎の廃棄物問空隙は十分に小さくなり、必ず「一体となるような充填」となる   

と考えられる。  

3．2 廃棄体の残存空隙  

外周仕切設備を有する埋設施設においては、廃棄体内部の空隙の存在が直ちに施設の   

陥没にむすびっくような事象は考えにくく、著しい空隙が残存した廃棄体が多量に埋設   

されない限り、「有害な空隙」には該当しないと考えられる。ここでは、廃棄体個々の  

残存空隙について、この「有害な空隙」の観点から検討した。  

（1）平均的な残存空隙   

a．標準廃棄物を用いた実規模充填性試験  

標準的な方法で固型化された充填固化体が平均的に有する残存空隙率に関しては、   

本書本文に実証試験結果を報告した。標準的な廃棄物組成による実規模大の充填性試   

験により得られた残存空隙率を表－2に示す。表－2より、上部空隙を除く残存空隙   

率は水置換法による評価では全ての廃棄体に対し2％以下であり、Ⅹ線CTによる評   

価では圧縮体のみの廃棄体では3～6％程度、それ以外の廃棄体では1～2％程度で   

あった（Ⅹ線CTで測定できなかった廃棄体は除く）。   

b．埋設される廃棄体に残存する空隙量の保守的評価  

各廃棄物種類毎の基礎データと上記の試験結果に基づき保守的に空隙率を設定し、   

型式別の廃棄体残存空隙率及び埋設される廃棄体全体（溶融体の廃棄体を除く）の残   

存空隙率を評価した。評価結果を義一3に示す。また、計算方法については添付－2  
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に示す。  

真一3に示すように、埋設される廃棄体全体の平均的な残存空隙率は、保守的に見  

積もっても12％程度である。この値は、均質・均一固化体において判断根拠とされ  

た30％と比較しても十分小さい。  

（2）個々の廃棄体の残存空隙  

（1）で検討した廃棄体は、標準的な廃棄物組成に基づく評価結果であり、はとんどの   

廃棄体において、残存空隙率は上記評価結果に近い値を示すと考えられる。しかし、   

ここでは個々の廃棄体における残存空隙率のばらつきの範囲について評価するため、   

廃棄物内の空隙が充填されにくい以下の廃棄物のみが1つの廃棄体にまとまって収納   

されるような極端な条件について、残存空隙率を評価した。  

① 小口径配管のみの廃棄体  

② バルブのみの廃棄体  

③ A廃棄物の圧縮体のみの廃棄体  

評価方法及び評価結果を義一4に示す。なお、表－4においては、上部空隙を管理   

上限である10％と仮定している。  

表－4より、①の水平収納の場合と③において廃棄体1体毎の空隙率が30％を超   

過している。しかし、①、③の廃棄物の存在量は、発電所廃棄物の開缶調査結果（本   

文2．章参照）に基づけば、体積割合で6％程度であり、他の廃棄物の廃棄体の残存空   

隙率が10％程度であることを考慮すれば、このような廃棄物が仮に製作されたとし   

ても、それらがひとかたまりになり埋設設備における有意なブロック（例えば1埋設   

施設（2号埋設施設の場合、約1．3万本））に対し、均質・均一固化体において判断   

根拠とされた30％以上の残存空隙率を示すようになるとは考えに－くい。  

4．「有害な空隙」に関する廃棄体毎の管理方法について  

充填固化体中に残存する空隙の内、上部空隙については廃棄体1体毎に直接管理可能   

であり、一般的には遠隔操作で固型化材料等の充填が行われることを考慮すれば10％   

程度の空隙量を上限として管理することが妥当と考えられる。  

さらに、これまでの検討によれば、上部空隙の上限を10％として管理し、本書で示  

した方法で製作した場合、上部空隙を含めた充填固化体中の平均的な残存空隙は、均質  
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・均一固化体の廃棄体確認において判断根拠とされた30％を十分下回ると評価でき、   

「有害な空隙」には該当しないものと考えられる。  

したがって、充填固化体が「有害な空隙」を有しないことについては、廃棄体1体毎   

の上部空隙の測定記録と、充填固化体の製作が本書で示した方法に従って実施されてい   

ることを示す記録で管理し得ると考えられる。  

具体的な記録及び判断基準について以下に示す。また、これらの記録により管理す根   

拠を表－5に示す。  

記  録   確 認 単 位   判  断  基  準   

四  上部空隙の測定記録  1体毎   10％を超えないこと   

2  原材料の計量記録  固型化バッチ毎  固型化材料等の流動性が適切な範囲に  

維持されるよう設定された配合の範囲  

内であること   

3  製作マニュアル等の  搬出バッチ毎  作業が適切に管理され、設備が適切に  
品質保証記録  維持されていること   
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表wl 固型化方法による残存空隙の比較  

固型化方法  均質・均一な練り混ぜによる固型化   充填による固型化   

対象廃棄物  液体状・粉体状廃棄物   固体状廃棄物   

告 示 に   ①固型化材料等と廃棄物を均質に練り混ぜ  ①あらかじめ均質に練り混ぜた固型化材料等   

示される   ること、又はあらかじめ均質に練り混ぜ  を容器内の廃棄物と一体となるように充填   

固型化の   た固型化材料等を廃棄物と均一に混合す  する。  

方  法   ること。  

（診この場合において、容器内に有害な空隙が         （診この場合において、容器内に有害な空隙  

か残らないようにすること。   残らないようにすること。   

上記から   ①固型化材料等と廃棄物を偏在することな  ①固型化材料等を廃棄物間空隙に浸透させ   

要求される   く一様にして、廃棄物を容器内に固定化  て、廃棄物を容器内に固定化すること。  

固型化の   すること。   

②固型化を行う際に、技術上達成される範囲       目標性能   ②固型化を行う際に、技術上達成される範  

園内で空隙（上部）を低減すること。   内で空隙（上部、内部）を低減すること。   

残  上  ・固型化の目標性能②により低減すること  ・固型化の目標性能②により低減することが   

存  部   が要求される。   要求される。   

ウb 二⊂二  プロ 二Ⅰ：二  ・固型化材料等と廃棄物の混合物としての  ・固型化材料等の注入レベルで管理する。   

隙  投入量を管理する。  

の  

低   

減  化   化を行うことにより空隙は残存すること  固型化を行うことにより低減することが要   

方  体   はない。   求される。具体的には、固型化材料等の流   

法  内  動性、注入速度等を管理する。  

ケヒ 二⊂二  ・適切な切断、圧縮、溶融処理を行う。   

隙  

残  ・実際に製作された廃棄体の空隙は上部空  ・実規模固型化試験結果等の空隙量から保守   

存  隙のみであり、廃棄体確認申請データに  的に設定した空隙を用いて、標準廃棄物組   

ケヒ 二【二  基づき評価した結果より  成での廃棄体内の平均的空隙量を評価した   

隙  結果より   

の  12％程度  12％程度   

実  （但し、上記評価は廃棄体重量からの推定   

際  評価である。）   
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表－2 実規模大試験の残存空隙率測定結果  

収納廃棄物  残存空隙率〔％〕   

強度  型式  

分類   

高い  A型式  非  密   0～1   注参照  

圧縮物  

普通   0   ～1  

圧縮体  2   

溶融体  0   

低い  B型式  非  密   0～1   

圧縮物  

普通   1～2   

A型式  圧縮体  0～2   3～6   

注：廃棄物の密度が高いため、有意な指示値が得られなかった。  

－128－   



。
時
′
）
レ
」
捜
堅
ヴ
）
凝
」
朝
鮮
史
遣
轟
燵
ュ
勅
′
て
簑
隠
密
鞘
壮
憬
．
り
芯
現
時
題
刃
霊
肘
堕
簑
捏
鈷
隠
蓮
鞘
壮
檻
．
聖
㌣
り
り
．
罵
題
 
 

。
将
鳩
㌣
e
♂
吏
」
琳
潜
り
】
藤
袴
せ
空
監
事
摂
．
」
目
算
P
■
望
車
間
馳
堕
 
 

l
 
 

咲
恕
蟹
籠
e
掛
盤
即
壮
櫻
 
C
－
礪
 
 
 



表－4 廃棄体全体の残存空隙の評価結果（廃棄物内空隙を有する固体状廃棄物）  

想定ケース   
評 価 方 法   評価結果  

（上部空隙とし  

て10％の空隙  

を含む）   

十  小口径配管  外径17．3mmの小口径配管を水平、斜め及び  水平収納：39～  添付  

のみを容器  垂直方向に密に配列し、モルタル材を注入   52％  －1  

に収納   した場合の廃棄物（配管）部、廃棄物問空  斜め収納：10％  

隙と廃棄物内空隙に対する充填部と残存空  

隙の各休積率を水置換法により測定した。   

②  バルブのみ  口径1Bのバルブのみを容器内に収納する  18％  

を容器に収  場合を想定した。  

納＊   口径1Bのバルブの重量、体積、空隙体積  

を測定した結果、各々3．2kg、440孤β、  

70mゼであった。容器内の廃棄物と廃棄物  

問空隙の体積割合は1：1と仮定した。   

③  A廃棄物の  薄肉金属（ペール缶等）の廃棄物の圧縮体  62％   表－3  

圧縮休のみ  のみを容器に収納した場合を想定して評価  

を容器に収  

納   

‡：ポンプ、モータ、計器類のような物品は、その発生状況から、廃棄物として固まっ  

て廃棄されることばないと考えられる。このため、機器類、計器類の代表として、  

バルブを想定した。  
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表－5 有害な空隙に関する管理方法  

空  隙   管  理  方  法   管 理 記 録   

上部空隙   廃棄体1休毎の測定記録を確認する。   上部空隙測定値  

ただし、技術的に達成される範囲である  

「10％を超えないこと」を判断値とす  

る。   

廃棄物間空隙   「一体となるような充填」から廃棄体1  原材料の計量記録  

体毎に低減されることが必要である。  （固型化バッチ毎）  

これについては、充填性を保証する壁土  

の原材料の配合及び廃棄体の製作方法を  

確認することにより、廃棄物の形状及び  

収納条件によらず十分低減される。  

廃棄体の平均的な  廃棄体の集合体の平均として低減される  廃棄体の製作記録   

残存空隙   ことが必要である。  

充填固化体が標準的な製作方法に従って  

製作されていることを確認することによ  

って、「有害な空隙」には該当しないと  

考えられる。   
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添付－1  廃棄物問空隙の評価について  

1．はじめに  

「一体となるような充填」が成立するためには、充填固化体中において廃棄物の見か  

け体積が占めない部分である「廃棄物問空隙」が、固型化材料によって十分満たされる  

ことが必要である。  

ここでは、「廃棄物問空隙」が極端に狭くなる以下の2つのケースについて、「廃棄  

物間空隙」の残存量を評価した。  

① 小口径配管のみを容器に収納した場合   

（診 小粒径の塊状廃棄物のみを容器に収納した場合  

2．試験方法   

（1）小口径配管のみを容器に収納した場合  

径方向について、200ゼドラム缶を模擬した容器に、小口径の配管（外径17．3mm、  

内径12．7mm）を水平、斜め及び垂直方向に密に配列（図－1参照）したものについて、  

水置換法で空隙率を求める（固型化条件は、Pロート流下時間50秒程度、注入速度25  

ゼ／分）。  

なお、小口径配管は内部空隙を有するので、あらかじめ内部空隙を閉塞させた条件  

と内部空隙を開放した条件で試験を行い、廃棄物問と廃棄物内の残存空隙を求めた。   

（2）小粒径の塊状廃棄物のみを容器に収納した場合  

200ゼドラム缶内に外径15mm以上の粗骨材のみを収納したものについて、水置換法  

で空隙率を求める（固型化条件は（1）と同じ）。  

3．試験結果  

試験結果を表－1に示す。  

以 上   
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格子状密充填  

内径567mm  

00000  
000000  
00000  
000000  
00000  
000000  

高さ 270mm  

567mm  

交差状密充填  

内径567mm  

高さ 2TOmm  

567mm  

斜め密充填   

内径567mm  

高さ 270mm  

交差させる  

567mm  

格子状密充填（縦詰め）  

内径567mm  00000  
高さ 270mm   0000000  

000000000  
000000000  
000000000  
0000000  
00000  

567mm  

図－1 金属配管による基礎試験一収納図－  
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表－1 小口径配管／粗骨材を収納した場合の体積割合測定結果  

収納条件  体 積 割 合 〔％〕  

廃棄物部   廃棄問空隙  廃棄物内空隙  

収納の配列  

充填部  残存空隙  充填部  残存空隙   

水平収納  

格子状密充填  27．6   29．0＊   3．9   1．5   38．0  
小  

口  

径  

配  38．4＊   1．4   5．5   27．4  

斜め収納   

14．4   65．9＊   0．0   19．7   0．0  

垂直収納  

格子状密充填  35．6   9．1   6．7   48．7   0．0   

粗骨材  55．5   38．3   6．2  

充填部：固型化前の空隙のうち、固型化材料等が充填された部分  

廃棄物収納部とドラム缶の間にできる半月状の空間（図－1参照）は  

除いて評価しているため、これを含めると廃棄物間空隙の充填部が占  

める割合はもっと大きくなる。  
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型式別空隙率の計算方法について   添付－2  

本文表－3に示す型式別空隙率の計算方法は以下のとおり。なお、試算のフローについ   

て図－1に示す。   

①固体状廃棄物の開缶調査と充填性実証試験の結果から、各型式毎に標準廃棄物組成に   

おける各種類の廃棄物と充填材の重量割合を設定する。   

②上記重量割合と表－1に示す廃棄物種類毎の見かけ比重の設定値に基づき、各種類の   

廃棄物の見かけ体積、廃棄物間部の体積を算出し、廃棄体中に占めるこれら体積の割   

合を算出する。この際、上部空隙の体積については別途設定する。   

また、廃棄物間部の体積は充填材の重量割合と比重を用いて算出するが、充填材の重   

量には各廃棄物の内部空隙に充填された充填材の重量を含んでいるために、表－1に   

示す各種類の廃棄物の充填可能空隙率を用いて充填された充填材の体積を差し引いた  

上で廃棄物問部の体積を算出している。   

なお、表－1の見かけ比重及び空隙率の設定値は、該当する代表的な廃棄物を想定し、   

形状からの計算（本書3．章を参照）、図面類からの評価、模擬廃棄物による実測等に  

より決定している。   

③各種類の廃棄物と廃棄物間部の体積割合と表一1に示したそれらの充填不可空隙率か  

ら、各型式毎の残存空隙率を算出する。   

④型式毎の全体積割合で残存空隙率の平均を求める。なお、型式毎の全体積割合は、発   

電所廃棄物の開缶調査結果を平成6年度末の全国の原子力発電所の種類別の廃棄物保  

管重量割合で補正し、充填固化体本数に換算したものである。  

参考（用語の定義）   

固型化体積：充填固化体の内部体積から上部空隙部分を除いたもの   

見かけ体積：廃棄物の外観形状が占める体積。配管形状を例にとれば、円筒とみなし  

た場合の体積   

見かけ比重：廃棄物の重量／廃棄物の見かけ体積   

廃棄物部：固型化体積内で廃棄物の見かけ体積が占める部分   

廃棄物問部：固型化体積内で廃棄物の見かけ体積が占めない部分   

充填可能空隙率：試験により充填材が充填されることが確認された廃棄物中の空隙の  

体積／廃棄物の見かけ体積   

充填不可空隙率：試験により充填材が充填されなかった廃棄物中の空隙の体積／廃棄  

物の見かけ体積  
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廃棄物形状データ  

形状特性を考慮した雑固  

体廃棄物種類の分類  配管形状等の分類方法  

上記廃棄物分類毎の重量  
割合の設定  

廃棄物部／充填材の型式  

別重量割合の設定  

重量割合から見かけ体積  

への変換  

廃棄物分類毎の廃棄物部  

／廃棄物間部／上部空隙  

の型式別体積割合の計算  

各部位の型式別残存空隙  
率の計算  

・廃棄物部  

・廃棄物問部  

・上部空隙  廃棄物間部の空隙率データ  

（充填不可空隙率）  

残存空隙率の積算  

図－1残存空隙率の試算フロー  
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表－1 見かけ比重と残存空隙率の設定値  

部位  廃棄物  見かけ  備 考   

種類  比重   空隙率   空隙率  

硬質  ≧60cm  
配管類   斜め収納  

≧2 0   ≧6 0   3．0   6 2％   0％  
＜60cm  

＜6 0  5 6％   水平収納                           6％  

≧10  ≧6 0   3．7   5 3％   0％  
～＜20  

＜6 0  0％   53％  

曲管  0％   53％  

＜10   ＜6 0   3．5   0％   56％  

軟質  内径10mm以上  

配管類   は50cm以下に  
≧2 0   ＜5 0   0．5   5 2％   切断               6％  

≧10  ＜5 0   0．5   0％   56％  
～＜20  

廃棄物  

部  ＜10  0．6   0％   51％  

じゃばらダクトホース  0．9   0％   50％  

機器類  バルブ  3．6   4 0％   10％  
ポンプ  4．0   3 5％   10％  
シリンダ  4．3   2 5％   15％  
モータ  4．3   10％   30％  
スチームトラップ類   3．6   40％   10％  
ギヤボックス類  4．3   2 5％   15％  

計器類  金属類  1．4   10％   70％  

プラスチック類  0．2   10％   70％  

圧縮体  缶類  1．1   0％   84％  

保温材、フィルタ類   0．8   0％  6％（／固  
型化体積）   

塩ビシート類  0．9   0％  隙間  

上記  7．2   0％   0％  
以外＊2   

無機系の材質  2．1  

有機系の材質  1．2   

廃棄物問部  0％  2％（／廃  
乗物間部）  

上部空隙  0％  7％（／全  
体積）   管理値：10％   

＊1：保守的に考えて設定する。 ＊2：塊状の廃棄物（溶融体を含む）  
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Appendix－5  

実大模擬廃棄体の製作に供した溶融体の製作条件について  

ここでは、本書4．章の試験に用いた溶融体の製作条件を示す。  

1．模擬廃棄物組成  

溶融体製作に用いる模擬廃棄物の種類、具体的な品目、及び比率は、表－1の通りと  

した。  

表－1溶融体製作に使用する模擬廃棄物比率  

廃棄物種類   具体的品目   比率wt％   

保温材   珪酸カルシウム、ガラスクロス   10   

気体フィルタ   HEPAフィルタ、バグフィルタ   10   

コンクリート類  コンクリート   5   

金属類   炭素鋼（配管、板、アングル）   75   

2．溶融方法   

（1）試験装置  

溶融体の製作には高周波溶融炉モックアッププラントを用いた。  

本装置は、誘導コイル内に設置した導電性セラミックキャニスタを誘導発熱させ、  

キャニスタからの伝熱等（金属は直接誘導も含む）により経国体廃棄物を加熱・溶融  

するものである。  

（2）溶融方法  

模擬廃棄物をキャニスタに投入し、所定の運転温度で溶融した後、キャニスタ毎冷  

却して溶融体を製作した。溶融条件は以下の通りとした。  

運転温度：1，500℃  

運転時問：昇温から保持終了まで約4時間  
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